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 全国がん登録と連携した臓器がん登録による大規模コホート研究の推進及び高質診療 

データベースの為のNCD長期予後入力システムの構築に関する研究 
（研究代表者 平田公一・札幌医科大学・客員教授） 

 研究要旨                         
 平成２９年度の研究課題内容は、各種の臓器がん登録を牽引する学会等に於いて、（１）直近の「ヒト
を対象とする臨床研究に関する倫理指針」に呼応する登録基盤体制整備の必要性とその内容の共通化に関
する研究、（２）ビッグデータを活用する疫学的臨床研究の体制の在り方に関する望ましい体制、例えば
第三者機関への登録に関する課題、第三者機関に委託することによる客観的分析体制に関する課題と実践
・施行、その結果としての妥当性の研究、（３）医療の質向上に向けた各種臓器がん登録組織における現
状での研究動向の実情・成果内容の検証研究、（４）全国がん登録のデータの活用が可能となる時期へ向
けての登録体制への導入すべき事項の確認とその周知、（５）国際的貢献を果たしうるエビデンス創生へ
の努力状況と実情成果の公表推進、（６）上記研究課題の各々における各種課題とそのための解決に関す
る研究、等とした。その結果、本来の在り方についてのコンセンサス形成は確実に進展させることができ
たが、実際の体制への考え方、登録事業計画状況、疫学的臨床研究の実施状況、等については学会間にお
いて時間の経過と共に開きを生じている実態が確認された。その大きな背景には財務状況の余裕の有無の
程度、学会役員等の認識の差、会員や役員への浸透度の高低、学会役員会における研究の進展促進化の重
視度、等の存在が明らかとなった。今後は、これらの点を共有し、難しいながらも一貫性ある学会活動と
しての情報交換の横断的関係を構築し、確実な前進を図る為の討論と会員への周知・各種情報に基づく研
究計画等を誘導する体制作りが重要かつ不可欠な条件との結論に至った。この点については本研究班とし
ての確認により提案あるいは依頼等による各学会への行動をとることの可能な時期に入っていることを確
認し得た。本研究班が唯一の学会横断的活動・研究を行っているとの役割を認識・その達成への努力内容
を自己評価しつつ、次年以降への新たな研究へと展開させる課題整理の必要性と解決策の探究が明らかと
なった。 
【研究対象者】 

臓器がん登録を行なっている学会（研究会を含む）が研究分担者を推薦しうると判断した場合には、
「がん診療ガイドライン担当役員」、「がん登録担当役員」のいずれかあるいは双方に関わる方をご担当
いただく研究分担者をご推薦いただいた。また、本研究課題の研究遂行に必須な人材にあっては研究代表
者に指名された研究者を対象とした。また、それぞれにおいて必要性に応じて研究協力者を依頼した。 
【研究目的】 

臓器がんの「がん診療ガイドライン」の推奨医療の適用状況及びその質評価にあたって「臓器がん登
録」のデータ引用による臨床疫学的研究の“実態臨床データ“の現状体制を把握することを基本的目標と
なった。分担研究者については、「がん診療ガイドライン」を公表済で、上記の理念普及を是とする考え
を持つ学会（研究会を含む）からの推薦，研究代表者が参加必須とする研究者に参加頂いた。三年目研究
として、（１）全国がん登録データとの結びつきの認識に基づいた臓器がん登録体制の重要性の周知と体
制への反映、（２）推奨医療の周知推進と現状での臨床研究状況の把握、（３）ＮＣＤ等第三者機関への
登録と分析委託、分析研究の実態の三年間集約研究実態と将来展開へ向けた課題の抽出、を目的とした。
【研究対象】 
 「がん診療ガイドライン」を公表する学会の（１）推奨医療に関する臨床研究と全国がん登録データと
の結びつけに関する方針・企画、（２）「臓器がん登録」を実施している学会のデータ活用方針・臓器が
ん登録体制の充実化、を各学会の方針を基に研究対象とした。 
【研究方法】 
研究課題内容別に三種の分科会組織を構成した。分科会Ⅰは主課題に関する総論的な課題研究、分科会Ⅱ
はＮＣＤ登録を活用した現状とその応用研究の実施、分科会Ⅲは臓器がん登録を第三者機関に委ねる計画
を確定しえていない組織における今後の展開に関しての課題研究とした。それらの研究成果を最終的には
全体会議にて集約し研究班全員で相互確認の上、結論を研究成果とした。 
【将来体制の在り方】 
「臓器がん登録」と「（全国）がん登録」のそれぞれのデータは相互に補完し合うものと捉えられる。後
者によって医療の質を担保することは可能で、正確な生命予後、がん再発状況の有無の情報が確認でき
る。しかし、後者のみでは将来へ向けた新規の展開は図り得ない。今後は、後者情報の早期乗り入れを可
能とすることによってあるいは早期情報提供と可能とさせることによって、研究成果の適時適切な可視化
が可能となる体制が築かれ、国際的にも評価の高いがん情報活用体制としての見本となりうることが考え
られる。 
【期待される成果】 
質の高い臓器がん登録データの活用によって、分析に要する費用が安価でかつ短期間内での成果公表が可
能となる。国家レベルとしての臨床疫学的研究成果が、間断のない体制で多極的にかつ高視覚的に可能と
なり、有益な医療内容情報を国民に提供が可能となる。更に、新たに開発すべき医療技術、基礎医学的研
究課題を示唆しうる。また、見直すべき医療についての課題提案も可能となる。がん医療経済、産学官共
同の基礎研究に信頼性の高い情報提供体制が築かれることとなりうる。 
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Ａ．研究目的 
 本邦のがん医療は、皆医保険制度に支えられ国
民が平等に高度医療を受療しうる体制が徹底浸透
しており、国際的にも評価の高い医療体制・医療
制度の下にあることは自負しうる。そこからどの
ような特徴あるアウトカムが生じているのか、ま
た新規医療に向けての提案・示唆としてどのよう
な貢献を果たして来たのかについては、興味深い。
その結果は、単にがん治療成績にのみ視点を置く
ものではなく、QOLを中心とした「がん病態」と
「併存症」の治療・管理も併せ加味された医療提
供の結果として総合的に捉えることができよう。
本邦の医療情報にあってではこれまで、地域がん
登録・院内がん登録へ尽力を促してきた歴史はあ
るものの、残念ながら上記内容を精緻に科学的に
公表しうる体制には無く、到達点のデータは学問
的には必ずしもあまり見向きはされてこなかった。
このように本邦での全国規模でのがん医療情報デ
ータの集積体制については、国際間比較にて学問
的視点から評価されてこなかった。即ち、（１）
治療成績の比較因子として最も重要視される生
存、死亡の情報、再発等の罹患情報に関する情報
の収集は、国内法令とくに個人情報保護法の下に
困難を極めそれ故に一定以上の努力が払われず、
十分とは言えない疫学的データが公表されそれ自
体を容認せざるを得ない限りある環境にあった、
（２）ひとを対象をとする研究倫理指針内容の改
訂時期等が定まらぬ状況が重なり、それらへ配慮
した結果、がんデータ情報の収集・分析体制、管
理体制の適切像決定とその下での実施について
は、成しえない環境にあった、（３）（２）に関
わることであるが、倫理指針が確定するまでの移
行期間としての対応として担保される具体的対応
指針も不明であった、（４）（全国）がん登録と
臓器がん登録の間における生命予後等のデータの
連結・活用に法的規制が生じうるとの情報が先行
し、臓器がん登録の新たな展開に消極的な考え方
が一部の組織に生じた、（５）臓器がん登録に関
する在り方等を討論・情報提供する横断的組織体
制がなかった、（６）私的ながら諸外国のがん臨
床研究者等から、日本の医療体制を鑑みて国家レ
ベルでの臓器がん登録体制の整備が成されないこ
とへの疑問が投じられた、等が背景の主要因であ
った。それらを解決するための糸口として、（Ａ）
既存の臓器がん登録体制の法的・倫理的支援と将
来へ向けた在り方に関する研究、（Ｂ）臓器がん
登録に関し、既存の第三者機関としての役割を
果たしうる一般社団法人ＮＣＤあるいは公益財団
法人 先端医療振興財団 臨床研究情報センター 
（TRI）との研究協力と実践の体制確立、（Ｃ）
「（全国）がん登録」と「臓器がん登録」の連結に
よって生命予後等の因子の正確な活用とその倫理上
の注意点の周知・徹底を図ってきた。上記（Ａ）～
（Ｃ）の展開を図りつつ、（Ｄ）既存の臓器がん登
録データを活用した臨床研究の推進、も図ってき
た。今年度に入ってから、「ヒトを対象とする臨
床研究に関する倫理指針」が公表され、ようやく
積極的な具体的活動に入ることができ明年度以
降へ向けた準備状態を整え、従来型の対応を 

 行ないつつ最終年度としての研究内容の論議と
実践に入ることができた。その推進を図るとと
もに、その中で立ちはだかる課題を学会ごとに
抽出することを研究対象としえた。 
 学会間の壁を取り除いた連絡体制の関係構築
の中で、推奨医療の公表までの新たなガイドラ
イン作成体制および臓器がん登録体制に一定基
準を共有し合え、そのことによる新たな課題あ
るいは新たな目標設定にも短期間中の適切対応
が果たし得、国民への信頼と保証への基本的な
姿勢を新たに確認し合えた。その意味で本研究
は、がん情報体制の構築に有用な提言ができ、
メガデータ等によるがん医療の研究・医療評価
へ寄与しうる独創的研究を学術的に支援しうる
学会間横断的な組織の基礎形成研究組織・連絡
周知組織と位置付けている。 
 
Ｂ．研究方法 
研究内容を前年度に引き続き３大別（三分野）
し分野ごとに研究を行いつつも、各分野の前年
度迄の成果内容を基盤として、年度開始当初よ
り研究の最終段階として担当分野を超えても研
究班研究者全体で討論・研究し要約するという
プロセスを図った。研究三分野の具体的内容と
担当は以下のごとくである。第一分野：「臓器
がん登録」と「がん診療ガイドライン」をKey 
Wordsとした総論的課題（詳しくは後述、担当
は分科会Ⅰ）、第二分野：臨床疫学的研究手法
として第三者機関における登録、分析が望まし
いとの国際的合意がある中で、本邦の代表的な
登録可能な学術的組織としての第三者機関との
共同研究の実際とその問題点に関する研究（具
体的な内容は後述、担当は分科会Ⅱ）、第三分
野：自学会内における登録サイトを用いての登
録・研究を実施する手法を継続する学会、ある
いはそれらの登録事業を何らかの理由で実施に
至らない学会の今日的理念とその下での臨床研
究の実情、そして在るべき将来構想に関する研
究（具体的な内容は後述、担当は分科会Ⅲ）。
これらについての分科会での今年度の具体的研
究目的と方法は以下のごとくである。 
分科会Ⅰ：がん診療ガイドラインの検討は、新
たな作成方法論が提唱されて間もない時期にあ
たり、乳癌診療ガイドライン作成委員会におい
てのGrade Methodにての改訂実施が進みつつあ
ることから、最終会議にて乳がん学会の実務責
任者からの御報告を頂く中で、全体班会議でそ
の内容の確認、その時点で更なる再検討の必要
性の有無等を検討することとした。その結果、
学術組織間の認識および判断等の相異は内在す
るものの、在るべき論は相互に確認し合うこと
を目的とした。そのことを知りつつ、先ずは臓
器がん登録の課題に絞って総論的課題を中心に
研究する。臓器がん登録の悉皆性を求めること
の意義・その方法論（何らかの制度に関連付け
る等）第三者機関等への新たな臓器がん登録体
制移入時における過去例登録における対応の工
夫、臓器がん登録の米国・欧州の体制の実情把
握と本邦への移入の可否、本邦の臓器がんに関
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するエビデンスの国際的貢献について「胃がん」
、「肺癌」領域から学ぶことの内容を研究する。
分科会責任者としては、研究代表者の平田公一と
した。 
分科会Ⅱ：第三者機関に臓器がん登録を積極的に
考えている、あるいは実施している領域での課題
の抽出とその解決について研究するとともに、前
向き登録研究の具体例を提案・実践を行う。分科
会構成メンバーは、第三者機関としてＮＣＤにて
実践している、あるいは明白に考慮している学会
を代表する研究者とした。分科会責任者は、森正
樹研究分担者とした。 
分科会Ⅲ：現状では学会自体で臓器がん登録と分
析を実施し、かつ当面、その体制を維持すること
を考えている学会からの研究者が担当した。その
特性と課題の抽出、第三者機関への登録を実施せ
ぬ考え方とその妥当性、臨床研究の質の確保・医
療情報倫理の担保、等を研究対象とした。分科会
責任者は、海野倫明研究分担者とした。 
 既に説明したように、今年度のこれらの研究の
進め方に関しては、まず年度当初に班全体会議に
て研究代表者提案の研究課題を全員参加の下で相
互確認、疑問の解消、付随する課題の提案などを
行う。次いで各分科会での検討および必要に応じ
た実践を行う。学会へ向け情報提供を各分科会の
研究内容を全体で把握し、最終的に班全体会議に
て相互情報交換の下、研究内容を要約する過程を
とることとした。 
１．「臓器がん登録」の現状と「NCDシステム」
への応用について 
 各臓器がん登録の現状と問題点に関するアンケ
ート調査を行った。既にNCDに実装され運用が開
始されている乳癌登録、膵癌登録、肝癌登録の現
状と問題点について、他の臓器がん登録と情報を
共有した。また、これらの3臓器がん登録と異な
り、NCDを利用して肺癌外科治療例の成績を収集
解析している肺癌登録に関しても、各臓器がん登
録と情報を共有した。現在、臓器がん登録にNCD
を利用していない食道癌、胃癌、大腸癌、胆道
癌、神経内分泌腫瘍に関しての現状と問題点、
今後NCDに実装を検討する際の課題について検討
を行った。 
２．甲状腺癌診療のがん登録情報を応用した臨床
研究 
（１）甲状腺がん登録の整備を図る。 
（２）甲状腺腫瘍診療ガイドラインの改訂作業を
   完了する。 
３．臓器別がん登録（肺） 
 日本肺癌学会、日本呼吸器外科学会、日本呼吸
器病学会、日本呼吸器内視鏡学会による肺癌登録
合同委員会による全国肺癌登録議事業の登録実
績、およびその解析による論文発表の状況を検
討する。さらに、UICC TNM分類改訂第8版への貢
献状況を提出症例数や世界の地域別の比率などか
ら検討する。 
これらを踏まえつつ、今後の展望について検討す
る。 
（倫理面への配慮） 
いずれの検討も個人情報を含まないものであり、
倫理的問題は生じない。 

 ４．肺癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
 肺癌登録合同委員会事業の現状とその特徴、
およびこれまでの成果とデータベース利用上の
問題点について検討した。さらに、肺がん登録
事業と日本肺癌学会診療ガイドラインとの関連
、肺がん登録事業とNCD登録体制の連携につい
て検討した。 
（倫理面への配慮） 
 現在の登録事業内容はすべて事務局がある大
阪大学に倫理審査が行われた後に登録されてい
る。また、前向き登録事業に関しては、患者本
人から同意を得た上で行っている。 
５．乳癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
 臓器がん登録の現状を整理し、その現状およ
び他臓器がん登録の試みなども踏まえ、 
  ①臓器がん登録システムの現状と課題を整理
  し、改善に努める 
 ②臓器がん登録を用いた臨床研究の推進 
 ③NCDを通じた多領域横断型研究の検討 
 ④NCDデータを用いたQuality Indicatorの算
  出と医療の質の改善 
 ⑤NCD以外の乳癌関連データベースとの連携 
  を検討する 
 について検討する。 
６．臓器別がん登録（乳腺） 
 NCDと協力し長期予後の入力システムの開発
を行い，さらに入力率向上のためのシステム構
築を行う． 
 NCD-乳癌登録は施設での連結可能な匿名化と
なっているが，NCDに送られた時点で個人情報
が削除されており連結不可能な状態である． 
７．食道癌診療のがん登録情報を応用した臨床
研究 
①本研究班及び消化器外科学会データベース関

連学会協議会において議論された内容につい
て食道学会に持ち帰り、NCDに実装する際の
質の担保やデータ活用、その可否について検
討する。 

②食道がん全国登録の今後の在り方や改善点、
NCDに移行する際のデータの利活用とその発
信法について勘案し、それらに伴う課題およ
び解決策について協議する。 

③食道癌診療ガイドラインおよび臓器がん登録
の現状を整理し、その現状を踏まえ、作成法
、利活用法について協議する 

（倫理面への配慮） 
 本研究の遂行における新システムの構築に際
しては、データの匿名化と個人や施設名同定の
問題について十分な配慮を行う必要がある。 
８．臓器別がん登録（食道） 
1)-1:本研究班や消化器外科学会データベース

関連学会協議会において議論された内容を食
道学会理事会に報告し、食道がん全国登録を
NCDに移行する方法の検討や食道がんに特異
的な問題点などを明確にする。 

1)-2:昨年度に設定した食道がん全国登録デー
タの利活用のあり方についての規則に則り、
実際の研究課題を設定しデータ解析のあり方
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   などのパイロットスタディを行う。 
2) 研究目的2)に記した調査結果の検討方法につ

いて、消化器外科学会およびNCDと協議を開始
する。 

（倫理面への配慮） 
本研究の遂行における新システムの構築や食道が
ん全国登録のデータ利用に際しては、データの匿
名化と個人や施設名同定の問題について十分な配
慮を行う必要がある 
９．胃癌診療のがん登録情報を応用した臨床研究
 臓器がん登録の現状を整理し、 
 ①臓器がん登録システムの現状と課題 
 ②臓器がん登録を用いた臨床研究の現状 
 ③NCDへの実装 
 ④全国がん登録との関わり 
 について検討する。 
10．臓器別がん登録（胃） 
 2014年からの1年間で、あらかじめ研究に登録
された169施設でNCDデータベースを用いて前向き
に収集・解析した研究（日本内視鏡外科学会, 
Hiki et al. Gastric Cancer）と2012年からの2
年間でNCDデータベースに4105施設から登録され
たデータを後方視的に収集・解析した研究（日本
胃癌学会,Yoshida et al. Ann Gastroenterol 
Surg）を比較検討した。 
11．肝癌診療のがん登録情報を応用した臨床研究
 1)平成29年5月31日に開催された厚生労働科学

研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）
「全国がん登録と連携した臓器がん登録によ
る大規模コホート研究の推進及び高質診療デ
ータベースの為のNCD長期予後入力システム
の構築に関する研究」(平田班)の第1回班会
議で示された班研究の方向性に沿うよう、平
成29年度は肝がん全国登録のNCD入力への移
行を完遂した後に生じる問題点と今後の発展
性についてまとめた。 

 2)全国原発性肝癌追跡調査の結果と密接に関連
する肝癌診療ガイドライン2017年版を平成29
年10月に発刊するまでの作業についても振り
返った。 

（倫理面への配慮） 
 本研究は後向き、かつ個人情報はほぼ扱わない
ため（性別、年齢程度）、倫理面でとくに配慮す
るべき問題点はない。 
12．胆道癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
 現行の胆道癌取扱い規約第6版に変換可能な
2008年から2013年に登録された症例を対象とした
。予後情報は2015年に回収を行った。回収後の予
後不明率をがん種別および登録年別に解析した。
13．臓器別がん登録（胆） 
 現行の胆道癌登録とNational Clinical 
Database (NCD),および、がん登録の比較分析か
ら、現行の胆道癌登録における悉皆性向上の可能
性とその場合の問題点を明らかにする。また、日
本肝胆膵外科学会のデータから施設間格差の程度
を見極め、悉皆性向上の意義を検討する。 
 
14．膵癌診療のがん登録情報を応用した臨床研究
 各臓器がん登録（肺、大腸、腎、前立腺、婦 

 人科、小児、皮膚、甲状腺、制吐薬ガイドライ
ン）において、①登録システムの現状と課題、
②NCDとの連携、③登録がん種が重複する学会
との連携、④診療ガイドラインへのデータ利活
用、⑤全国がん登録との連携、以上に関してア
ンケート調査を行った。 
15．臓器別がん登録（膵） 
 膵癌登録の登録体制、悉皆性、データの精度
管理おける現状と課題を日本膵臓学会膵癌登録
委員会に問い合わせて調査する。「人を対象と
する医学系研究に関する倫理指針」に従い研究
を行う。 
16．腎癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
①現在の登録システムの問題点 
 腎癌登録は日本泌尿器科学会が母体となりが
ん登録推進委員会において施行されてきた。対
象施設は1200施設に依頼しているが実際の登録
は約330施設（28%）にとどまっている。また泌
尿器がん登録として5種類（腎癌、前立腺癌、
膀胱癌、腎盂尿管癌、精巣腫瘍）のがんを取り
扱っているためそれぞれのがん登録が5年に1度
しか行えていない。 
 腎癌の最終登録年度は2013年となっており以
降の泌尿器がん登録はそのシステムの見直しの
ためいったん中断された。一方で新たな形態と
しての臓器がん登録に関して学会内で検討が続
けられてきた。 
17．前立腺癌診療のがん登録情報を応用した臨
床研究 
 臓器がん登録の現状を整理し、その現状およ
び他臓器がん登録の試みなども踏まえ、上記①
臓器がん登録システムの現状と課題 
②臓器がん登録を用いた臨床研究の現状 
③NCD登録との連携に向けて 
④NCD以外の第三者機関との連携の可能性 
⑤全国がん登録との関わり 
 について検討する。 
18．神経内分泌腫瘍のがん登録情報を応用した
臨床研究 
 日本神経内分泌腫瘍研究会の登録委員会が中
心となり、先端医療振興財団臨床研究情報セン
ター（センター長 福島雅典）と契約して同セ
ンターで2015年から消化器と肺胸腺に発生する
神経内分泌腫瘍（NET）患者の悉皆登録を開始
した。全データの登録が済み次第、データの解
析を開始し、臨床像を解析し、追加データの収
集を通じて、治療法の効果を検証していく予定
である。診療法として最適なものを追及して、
エビデンスを元にNET診療ガイドラインを改定
していく予定である。 
（倫理面への配慮） 
 患者登録に際しては、各施設の倫理委員会で
の承認と患者の同意を文書として残して実施し
ている。 
19．大腸癌診療のがん登録情報を応用した臨床
研究 
 臓器がん登録の現状を整理し、その現状およ
び他臓器がん登録の試みも踏まえ、①～⑤につ
いて検討する。 
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（倫理面への配慮）現行の大腸癌登録データは連
結不可能匿名化情報である。 
20．大腸癌診療ガイドライン推奨内容の吟味に関
する臨床研究の実情と将来 
 臓器がん登録の現状を整理し、その現状および
他臓器がん登録の試みも踏まえ、 
 ①大腸癌治療ガイドライン作成における臓器が

ん登録の役割 
 ②大腸癌治療ガイドライン作成における問題点
 ③NCD登録との連携が，大腸癌治療ガイドライ

ン作成に果たす役割 
 ④NCD以外の第三者機関との連携の可能性 
 について検討する。 
（倫理面への配慮）現行の大腸癌登録データは連
結不可能匿名化情報である。 
21．婦人科腫瘍診療のがん登録情報を応用した臨
床研究 
 頸癌、体がん、卵巣がん、外陰・腟がんガイド
ラインのCQの中から本邦での現状が不明な点につ
いてのCQを抽出した。抽出したCQとJSGO腫瘍専門
医制度認定施設の有用性に関して上記JSOGデータ
ベースを用いて統計解析をSAS 9.4 softwareを用
いて行った。本研究は東海大学付属病院臨床研究
審査委員会及びJSOG臨床研究審査委員会にて倫理
的問題についての審査を受け承認を受けた。 
22．皮膚悪性腫瘍のがん登録情報を応用した臨床
研究 
 2007年から実施している「メラノーマ」および
「皮膚リンパ腫」の臓器がん登録データベースを
もとに解析し、その成果を公開する。登録開始：
2007年（倫理委員会承認の年を開始年とした。）
１）メラノーマの診療拠点病院（27施設）が共同

で毎年、新規発症例の登録を行い、全体登録
とともに、観察項目を選んで分析を行う。
UMINデータセンターのホームページから登録
し、登録項目は41項目。 

２）皮膚悪性リンパ腫症例は、全国約650の専門
医認定研修施設に毎年、調査を依頼し、岡山
大学にて新規発症例の登録を実施する。統一
・共通のエクセルファイルを各施設に配信し
、記入されたものをe-mail 添付文書として
回収する。調査項目は10項目。 

（倫理面への配慮） 
 疫学データ収集と結果の公開に関して、岡山大
学、筑波大学及び日本皮膚科学会の倫理委員会承
認を得て実施（2007年から継続）。 
23．小児腫瘍のがん登録情報を応用した臨床研究
 小児がんにおける臓器がん登録の現状を整理
し、その現状および他臓器がん登録の試みなど
も踏まえ、 
 ①臓器がん登録のシステムについて 
 ②NCDとの連携について 
 ③重複が想定される学会との連携について 
 ④臓器がん登録データの利活用推進について 
 ⑤全国がん登録と臓器がん登録の連携について
について検討する。 
24．制吐薬の診療効果の実態とガイドライン評価
体制 
 ＤＰＣデータと臨床研究データベースをもとに、
各臓器別に抗がん剤治療を受けた患者に対する

 適正な制吐療法の実施状況を調査する。 
25．がん登録にかかわる法律制度の現状と課題
   2013年12月６日にがん登録等推進法が成立
し、2016年１月１日から施行され、現在、悉皆
性をもった全国的ながん情報の登録が進んでい
る。今後数年で、登録情報の提供、利活用が開
始されると考えられる。一方、この間、改正個
人情報保護法が成立し、2017年５月30日に全面
施行となり、それに伴って、医療分野における
個人情報の取扱いに関しても新たな概念が導入
された。更に、「医療分野の研究開発に資する
ための匿名加⼯医療情報に関する法律」（通称
「次世代医療基盤法」）2017年４月28日に成立
し、成立後１年以内に施行されることになっ
た。 
   本研究では、これらの新法が施行される下
で、がんに関するデータ・べースの構築・利活
用と個人情報の取扱いに関して、各種関連事項
に視野を展開させて研究・考察するという手法
をとった。 
 
26．全国がん登録との連携 
 我が国の全国がん登録及び院内がん登録の構
築においてモデルとされた米国の人口単位のが
ん登録であるSurveillance, Epidemiology, an
d End Results Program （SEER事業）及びNati
onal Program of Cancer Registries（NPCR事
業）のデータ提供と臨床研究の関係について、
最近の情報を収集、整理する。本研究班会議及
び関連学会総会のシンポジウム等における意見
交換、昨年度に本研究班が実施したアンケート
結果を踏まえ、臓器がん登録と日本の人口単位
のがん登録である全国がん登録の情報を直接・
間接的に用いた臨床研究の推進の在り方と残る
課題について考察、記述する。 
（倫理面への配慮） 
 本研究を実施するにあたり、倫理面で配慮す
べきことは発生しない。 
27．日本癌治療学会との連携 
 研究の第一段階として、20 種以上に渡るが
ん診療ガイドラインを公表する実務的責任者の
分担研究者間で「全国がん登録」の法関連を確
認・検証する。さらにコホート研究としての科
学的基本原則ともいえる ICH-GCP（Internatio
nal Conference on Harmonisation－Good Clin
ical Practice）の概念を共有し、臓器がん登
録の望ましい形を定義付ける。第二段階とし
て、「臓器がん登録」の登録データベースの品
質管理の具体的な在り方を研究し、その代表格
と想定される 
 NCD システムの応用の可能性を各がん種別に
検討し、今後の対応策の確認と可能な限りの実
施体制の概念を少なくとも確立する。二年目に
おいては、各学会に「全国がん登録」と「臓器
がん登録」の登録情報突合の為の体制造りとそ
れを浸透させ、想定内・外の課題を抽出する。
また、NCD システムの応用について検討する。
三年目においては、一、二年目の研究成果に基
づいて、改正必要点を登録検証体制に反映さ
せ、その上で、2 年目における治療成績のアウ
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トカム評価を試みる。 
（倫理面への配慮） 
がん登録情報とくに罹患疾病名と生存に関する情
報の照合にあたって、徹底的した匿名化体制を図
ることが必要となる。個々の患者の意志が無視さ
れることないよう配慮することが重要である。ま
た、遺伝性あるいは家族内集団がん発生などの社
会的側面も十分考慮し、ガイドラインによって患
者、家族、医療従事者に不利益が発生しないよう
に配慮している。また利益相反ポリシーの遵守を
必要とするため、その確実な体制造りを要望して
いる。個人情報の保護に関しては、「疫学研究に
関する倫理指針」および「疫学研究に関する倫理
指針とがん登録事業の取扱いについて」を遵守
し、「院内がん登録における個人情報保護ガイ
ドライン」、「地域がん登録における機密保持に
関するガイドライン」などの、がん登録と個人情
報に関するガイドラインの内容に従い、最大限の
配慮を行う。 
28．日本癌治療学会としての登録推進体制とガイ
ドライン評価体制の在り方 
 癌治療学会がん診療ガイドライン委員会では、
幹事委員会、協力委員及び評価委員からなる29の
分科会、G-CSFおよび制吐薬適正使用ガイドライ
ン改訂ワーキンググループ、小児思春期・若年が
ん患者の妊孕性温存に関するガイドライン作成ワ
ーキンググループ、がん診療ガイドライン評価委
員会が連携し、エビデンスに基づいた正確な情報
を迅速にホームページ上に提供できるように活動
を行ってきた。 
29．がん登録ﾃﾞｰﾀを利活用するがん診療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
推奨医療行為の検証研究の在り方 
１）これまでに大腸癌研究会にて行った以下の研

究①②③の結果から、「大腸癌治療ガイドライ
ン」に掲載されている医療行為の妥当性、発刊
後のガイドライン推奨医療行為の浸透度を検討
する。プロセス指標QI（Quality Indicator）
として、日本における大腸癌治療の根幹をなす
手技である「StageⅡ・Ⅲ大腸癌に対するD3郭
清」の実施率を用いた。 

  ①全国大腸癌登録データにおけるD2／D3郭清
症例の予後の比較 

  ②全国登録データによる：D3郭清の実施率の
測定 

  ③研究会会員施設を対象とした診療動向調査
：D3郭清の実施率、補助化学療法の実施率の
測定 

２）上記の研究活動およびその結果を踏まえ、こ
のような活動の有用性、今後の方向性と課題を
考察する。 

30．臓器がん登録のとりまとめ 
 ACS-NSQIPとNCD・日本消化器外科学会の医療の
質向上のための国際共同研究のため、昨年に引き
続き、2017年11月15日、16日、シカゴのACS事務
局において会合の機会を得た。ACSからは
Clifford Ko教授、Jason Liu医師、NCDB登録業務
担当のRyan McCabe氏を含む５名が、我が国から
は後藤、丸橋を含む５名が参加した。その際、両
国の臓器がん登録に関する現状について情報交換
をおこなった。その情報の中で、今後NCDを基盤

 とする臓器がん登録のシステム構築に必要な要
件を抽出した。 
31．医療情報データ収集、統計処理分析 
 本件研究は，既に臨床データベースとして確
立したNCDシステム内で実装する臓器がん登録
におけるフォローアップ入力に関するシステム
構築となる．メール送信機能はこれまでに実装
されていなかった新たな機能を構築し，入力効
率化を目的としたシステム改修は，既存の入力
画面の改修によって実装される． 
（倫理面への配慮） 
 NCD事業は，東京大学医学系研究科倫理委員
会および東京大学医学部附属病院における個人
情報の取り扱いに関する倫理審査，日本外科学
会倫理委員会において承認されている． 
32．消化器外科関連専門医制度との連携 
 NCDにおいては、既に乳癌登録、膵癌登録、
肝癌登録が実装され、他の臓器がん登録におい
ても各領域学会においてNCDとの連携が検討さ
れている。本研究班からの報告を基に各臓器が
ん登録の現状を確認し、問題点を抽出すること
で、NCDシステムを基盤とした臓器別がん登録
体制構築へ向けた課題を検討した。 
33．日本消化器外科学会専門医育成の活用 
 外科系専門医制度との連携により構築された
NCDの登録情報を用いて、主たる消化器がん（
食道癌、胃癌、肝癌、胆道癌、膵癌、大腸癌）
の手術診療における消化器外科専門医の関与比
率を検討し、詳細情報の入力悉皆性向上への専
門医制度の寄与度について評価する。 
（倫理面への配慮） 
 公開情報を用いて解析する。個人情報は含ま
れない。 
34．ガイドライン推奨診療のがん登録を利用し
た評価 
 現時点で、NCDと臓器がん登録との連携に関
して、一定の問題があると認識している学会お
よび研究会の代表より、その問題点を提示して
頂き、共通の問題点などを抽出し、今後の方向
性に関して討議を行う。 
（倫理面への配慮） 
本研究において、特に倫理的に問題となる項目
はない。 
35．がん登録を利用した医療情報の発信に関す
る研究 
①本研究班の分担研究者の専門領域を対象(15

がん種）に、「カバー率」、「検討中の対策
」、「NCDを利用した臓器がん登録の効果」
を調査した。 

②平成28年度11月に、「がん」に関するガイド
ラインを公表している28学会・研究会を対象
として、「診療ガイドライン関連」、「COI
関連」、「がん登録関連」、「臨床研究・分
析事業関連」、「情報倫理関連」、「財務関
連」に関してアンケートを実施した。その
中の「がん登録関連」の結果を中心に分析
した。 

36．欧州のがん登録状況と本邦への導入に関す
る考察 
①国際機関としては、1966年に国際がん登録学
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 会（International Association of Cancer 

Registries; IACR）が設立した。2017年8月現
在、529の国と地域が参加している。主な事業
としては、「5大陸のがん罹患（CI5）」刊行が
挙げられた。米国では、1971年に米国がん法が
制定され、1973年からNational Cancer 
Institute（NCI） による
Surveillance,Epidemiology, and End Results 
Program （SEER計画）が始まった。最新で18州
の州がん登録の参加を得て全米人口の約30％を
カバーする人口単位のがん登録情報を、非特定
化データ（de-identified data）で収集し、比
較的簡易な手続きで一般に提供している。一方
欧州では、EU政府が1989年にがん対策を策定し
、欧州がん登録ネットワーク(European 
Network of Cancer Registries; ENCR)が組織
され、がん登録が始まった。現在ENCRには41ヶ
国が参加している。その主な事業として
EUROCOURSEとEUROCAREが挙げられた。 

②EUROCORSEプロジェクトの資金源はEUの政策執
行機関であるEC(European Commission)である
。そのプロジェクトの一環として、国際がん研
究所(IARC)の協力のもとEuropean Cancer 
Observatory(ECO)が開発された。ECOでは、
EUREG(registry)、EUCAN(national estimates)
、EUROCIM(downloadable data)といった3つの
ウェブサイトで登録データの公開や利活用を図
っている。 

（倫理面への配慮） 
 がん登録情報とくに罹患疾病名と生存に関する
情報の照合にあたって、徹底的した匿名化体制を
図ることが必要となる。個々の患者の意志が無視
されることないよう配慮することが重要である。
また、遺伝性あるいは家族内集団がん発生などの
社会的側面も十分考慮すべきことを診療ガイドラ
インによって患者、家族、医療従事者等に不利益
が発生しないように配慮する形を具体的に示して
いることを周知した。また利益相反ポリシーの遵
守を必要とするため、その確実な体制造りも要望
した。個人情報の保護に関しては、「疫学研究に
関する倫理指針」および「疫学研究に関する倫理
指針とがん登録事業の取扱いについて」を遵守
し、「院内がん登録における個人情報保護ガイ
ドライン」、「地域がん登録における機密保持に
関するガイドライン」などの、がん登録と個人情
報に関するガイドラインの内容に従い、最大限の
配慮を行うことでの臓器がん登録を推進すること
も相互確認することを図った。 
 
Ｃ．研究結果 
 本年度の研究成果を以下に、課題ごとに示す。
１．「臓器がん登録」の現状と「NCDシステム」
への応用について 
 従来、肺癌登録は数年毎に1年間の肺癌症例（
主に外科治療例）の情報を集積して分析を行って
きた。これらのデータはInternational 
Association for Study of Lung Cancer (IASLC)
に提供されTNM分類の改定などにも貢献している
。並行して、肺癌領域では胸部外科学会学術調査

 という形で、学会認定施設を中心に肺癌の外科
治療に関するデータ収集も行われており、2014
年からこの部分のみNCDに移行している。乳癌
登録、膵癌登録、肝癌登録と大きく異なり、肺
癌外科治療例の登録はNCD移行後も従来の登録
数とほとんど変わっていない。このことは、肺
癌手術のほとんどが胸部外科学会認定施設で行
われていることを反映していると思われる。一
方、肺癌に対する薬物療法の進歩は目覚まし
く、実臨床におけるコストリスクベネフィット
が問題となっている。また新規薬物療法による
予想外の有害事象の発生も報告されており、実
臨床で使用された場合の効果や副作用を予測で
きるバイオマーカーの探索が求められている。
これらの課題に対応するため、日本癌治療学会
との連携の元NCDを利用して肺癌に対する免疫
チェックポイント阻害剤登録を行う準備が進め
られている。 
すでに運用が進んでいる乳癌登録、膵癌登録、
肝癌登録の3臓器がん登録に関しては、膵癌登
録において外科手術症例の登録増加により、全
体の登録数は増加したが、内科治療例の登録割
合が減少している。そのため、内科治療例の登
録を促すことを目的に認定指導医制度との連携
準備を進めている。3臓器がん登録ともに予後
の追跡率向上が課題であり、NCDからのリマイ
ンダーメールシステムを準備している。肺癌登
録に関しても、長期成績を含めた解析を行うた
め予後情報の収集について検討中である。 
また、胃癌登録、泌尿器癌登録もNCD実装に向
けた準備が進められている。 
２．甲状腺癌診療のがん登録情報を応用した臨
床研究 
（１）NCD事務局と協議を行い、予後情報シス

テムの追加構築に向けて学会内で検討を行う
こととした。 

（２）－１：第3回世界甲状腺がん会議にて、
わが国の改訂甲状腺腫瘍診療ガイドラインの
概要を解説した。 

（２）－２：同じく改訂ガイドラインについ
て、第60回日本甲状腺学会、第55回日本がん
治療学会のシンポジウムにてその概要を発表
した。 

（２）－３：第60回日本甲状腺学会では診療ガ
イドラインの作成手順を解説した。 

（２）－４：第29回日本内分泌外科学会で甲状
腺乳頭がんに対する予防的リンパ節郭清の是
非に関する討論が行われ、改訂ガイドライン
をもとに、エビデンスに基づく臨床決断のあ
り方を論じた。 

（２）－５：日本医療機能評価機構の医療情報
サービス Mindsにて開催された第20回診療ガ
イドライン作成グループ意見交換会にて、甲
状腺腫瘍診療ガイドラインの改訂状況と内容
を解説した。 

（２）－６：大規模データを用いた診療ガイ
ドラインの検証作業について準備を進めて
いる。 
３．臓器別がん登録（肺） 
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これまで、以下の事業が完結した 
 第1次（1994年）： 
 1989年外科症例の後ろ向き登録    3,643例
 第2次（1999年）： 
 1994年外科症例の後ろ向き登録     7,408例
 第3次（2002年）： 
 2002年外科・内科症例の前向き登録 14,925例
 第4次（2005年）： 
 1999年外科症例の後ろ向き登録   13,310例
  第5次（2010年）： 
 2004年外科症例の後ろ向き登録   11,663例
 これらの事業を通して、経年的に術後生存率の
向上、I期症例の増加、腺癌例の増加と扁平上皮
癌例の減少、高齢者比率の増加、縮小手術の増加
と術後合併症の減少などが明らかになった。 
また、第5次事業（2004年手術症例）から10編の
英文論文が刊行されていた。 
 さらに、これらの登録事業を通して集積した
47306例がIASLCのstaging committeeに提出さ
れ、UICC TNM ver 8の改訂に活用された。世界
の地区別の貢献度ではアジア地区が最も大きな貢
献をしており、その中で日本の占める割合が極め
て大きかった。 
（今後の展望については考察の中で述べる。） 
４．肺癌診療のがん登録情報を応用した臨床研究
 1．肺癌登録合同委員会事業の現状とその特徴：

肺癌登録合同委員会事業は、現在日本肺癌学
会、日本呼吸器外科学会、日本呼吸器学会、
日本呼吸器内視鏡学会の4学会により運営され
ている（今後日本胸部外科学会が参画予定）。
1994年の第1次登録事業に始まり、これまで7回
の登録事業が遂行されている。現在、第6次事
業（2012年非外科的治療例：14016例）および
第7次事業（2010年外科切除例：19026例）の解
析を開始している。なお、第6次事業は世界初
の内科症例の登録である。 

 2.成果：成果は関連学会誌に報告書として掲載
され、わが国の肺癌治療成績とその変化をリア
ルタイムに示してきている。また海外学術雑誌
にこれまで19編（総impact factor：92.39）が
公表され、肺がん診療ガイドラインとTNM分類
等の改訂に寄与している。データベースの利用
方法としては基本的に論文作成であるが、研究
課題の応募（自由応募・随時受付）・英文抄録
審査・論文審査を委員会で段階ごとに行い、登
録データは統計専門家（委員として加入）によ
って管理・解析されている。 

 3.日本肺癌学会診療ガイドラインとの関連に
ついて：肺がん診療ガイドラインの基礎デ
ータとして英文論文5編が採用されている。
さらに、呼吸器領域における他の悪性腫瘍
（胸腺上皮性腫瘍、胸膜悪性中皮腫）に関
しても、現在胸腺上皮性腫瘍（第8次事業）
と胸膜悪性中皮腫（第9次事業）症例の登録
事業を開始され、これら腫瘍のガイドラ
イン改訂にも寄与するものと期待されて
いる。 

 4．肺がん登録事業とNCD登録体制の連携につい
て：2014年1月より呼吸器外科専門領域（2階部
分）の入力が開始され、その入力項目の 

  多くは肺癌登録事業の入力項目に準拠してい
る。 

  しかし、最近登録が終了した第7次事業で
はさらに詳細な情報を要求しており、今後ま
すます入力情報の拡大が予想されている。ま
たがん登録には長期予後情報が必須であり、
それらをNCDに求められるか否かが「連携」
の鍵となっている。2017年10月の肺癌登録合
同委員会においてNCDから長期予後入力や登
録項目の変更等について説明がなされ、肺癌
登録事業とNCDとの連携を早期に実現すべく
前向きに協議していくことになった。なお、
登録すべき疾患の種類や治療方法の枠組みな
ど、現在のNCD登録の範疇を超える課題につ
いての検討も必要と思われる。 

５．乳癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 

①乳がん登録の現状と課題 
 運営母体：日本乳癌学会 
 実施主体：日本乳癌学会登録委員会 
 目的：我が国における乳癌の診療状況、治療

成績を把握し、施設間格差や地域間格差をな
くし、医療の均霑化を図る。その結果として、
乳癌診療の質の向上を目指す。 

 登録開始：1975年 
 年間登録件数 約7万件 
カバー率：約80％ 
登録形式：NCD準拠 
  予後調査のデータ回収率が低いため、予後デ

ータの入力を促すアラート機能を開発した。
②乳癌登録を用いた臨床研究の推進 
   登録データの利用：2017年より公募を開始

した。 
   研究課題は本学会登録委員会と学術委員会

の審議を経て，同理事会にて承認する．本学
会として大義のある課題が優先され，別途定
めた「研究課題の選考基準」にて行う．NCD
登録（乳癌登録）を年間30例以上行い，乳癌
学会が行っている予後調査の予後報告率が70
%を超えることを必須条件とし、入力率を高
める工夫を施した。 

③NCDデータを用いた多領域横断型研究の推進 
   会員より提案された「NCD活用によるがん検

診が手術と補助療法にかかる医療費削減に与
える影響の試算」が当学会理事会承認を経
て、日本外科学会CD臨床研究推進委員会に提
案され、承認された。 

④NCDデータを用いたQuality Indicatorの算出
と医療の質の改善 

    昨年設定したQI項目に対する2度目の調査
を行い、経年比較をフィートバックすること
を行った。 

⑤NCD以外の乳癌関連データベースとの連携 
   日本形成外科学会がNCDに加盟することと

なり、乳房再建に関するデータを利活用する
ため、データフォーマット等を統一化するた
めの検討を開始した。 

６．臓器別がん登録（乳腺） 
 長期予後入力システムは2015年７月に実装された
．現在システムの微調整が終了し，学会ホーム 
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ページや電子メール等を用いて登録施設への周知
を行っている．また，施設ごとに予後報告症例の
アラートや報告率の提示により，入力率の向上を
目指している．さらに、2017年度末には、各施設
診療科長およびデータマネージャー宛のメールに
より、直接、予後未登録症例リストを3ヶ月ごと
に配信する体制を整備する。登録データの正確性
の向上と診療ガイドライン推奨治療の均てん化を
目標に，ガイドライン推奨グレードＡ項目のうち
６項目をQuality Indicatorとしてその実施率を
算出し，登録施設にfeedbackするシステムを実装
した．これにより，登録施設は，自施設の実施率
をweb上で確認することができる．さらに、2017
年度より8項目に増やしてfeedbackしている。 
７．食道癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
①昨年度に引き続き、食道学会において食道がん

全国登録の現状と課題点について協議し、問題
点として、食道がん全国登録におけるがん登録
は手術療法のみならず内視鏡治療、化学療法、
放射線療法の情報が共有できるという利点はあ
るものの、悉皆性の観点からはNCD登録におけ
る食道切除術の症例数が年間5000～6000症例で
あるのに対して、食道がん全国登録においては
年間約3500症例であることを再認識して、NCD
に全国がん登録を実装することで解決策となる
という意識を共有した。その副産物として、デ
ータ管理の安全性と客観性の担保、登録者の二
重の手間が省けることが挙げられた。 

②新たな臓器がん登録のデータ管理の利活用とし
て先程述べたデータ管理の安全性と客観性の担
保が得られるものの、課題として、データ活用
の際に制限のかかる可能性、手術症例以外の治
療法を行った食道癌の情報入力および管理の問
題、予後情報入力システムが挙げられたが、
データの解析および発信が従来どおり可能で
あり、より正確で客観性の高いデータ管理が
できると考えられた。データ活用の際のルール
やプライオリティーの問題も解決すべき課題で
ある。 

③食道癌診療ガイドラインは2007年に、食道癌治
療の均てん化を目的に、日本食道学会（当時は
日本食道疾患研究会）より第1版が刊行され、
第4版は2017年6月に改訂された。日本食道学会
の各々の分野の専門家を委員として選出し作成
に当たっている。患者向けのガイドラインにつ
いては現在のところ発刊、ホームページ掲載を
行っていない。COIについては、委員選定にあ
たりCOIの有無については無条件であるが、全
員公表し、ガイドラインの項目の推奨度決定の
投票時にはCOIを有する委員は投票に加わらな
い。ガイドラインの作成方法として食道癌診療
全体を俯瞰するアルゴリズムに加えて、臨床病
期ごとにより細かいアルゴリズムを作成した。
作成方法論として公益財団法人日本医療機能評
価機構EBM医療情報部（Minds）出版の『Minds
診療ガイドラインの手引き2014』を参考とした
。システマティックレビュー委員を採用しガイ
ドライン作成委員で協議決定した各々のCQにつ
いて「益」と「害」のアウトカムを抽出し重要

 度を提示した。CQごとに検索された論文を対象
に一次、二次スクリーニングを行い、バイアス
リスクを評価したうえで、1つのCQに対するエ
ビデンスの質を決定し、表記した。推奨の強さ
の決定はガイドライン作成委員が、推奨文案を
作成し、コンセンサス会議を経たのちにエビデ
ンスの確かさ、益と害、患者の希望、コスト評
価に基づいてアンサーパッドを用いた無記名独
立投票を行い70%以上の合意をもって行いその
結果をガイドラインに明記した。 
８．臓器別がん登録（食道） 
1)-1: 昨年度に引き続き、食道学会において、

食道がん全国登録をNCDに移行することによ
る利点と解決するべき問題点の認識の共有化
を図った。NCD登録が5年間蓄積されてきた結
果、NCD登録における食道切除術の症例数が
年間5000～6000症例であるのに対して、食道
がん全国登録においては年間約3500症例であ
るという事実を認識することになった。その
結果、食道がん全国登録をNCDに移行する利
点として、悉皆性の向上が望める点について
の認識の共有ができた。その様な背景のもと
、食道学会理事会において、食道がん全国登
録の全項目をNCDに移管する点について、前
向きに進むというコンセンサスを得ることが
できた。 

1)-2: 昨年度に構築した食道がん全国登録デー
タの利活用に関する体制の実効性を確認する
ために、今年度は分担研究者が委員長を務め
る食道学会研究推進委員会で研究課題を設定
して、審査や解析課程のシミュレーションを
行うことになった。具体的には、昨年公表さ
れた食道がんのTNM分類第8版が本邦の食道が
ん診療に外挿できるかを確認するために、20
11年登録症例（TNM第7版に対応した項目も入
力されている）を第8版にconvertして、その
生存曲線が本邦の食道がんのステージ別生存
率との比較において妥当性をもつかどうかの
検証を行うことになった。食道学会で承認さ
れ、現在、研究代表者（藤 也寸志）の施設
での倫理審査中である。 

2) : 本アンケート調査の結果は、臨床雑誌外
科に発表されている（高橋ほか；2015年）が
、消化器がんに対しての検討は全くなされて
いない。そこで、主任研究者であった後藤満
一先生と消化器外科学会、NCDともに研究方
法の議論を開始した。各がん種別に、調査項
目は、ガイドラインの推奨度の高いもの、ま
たは各学会・研究会で必要と判断されたもの
を原則として設定されている。それらの項目
の実施率や各種専門医の施設配置の有無と短
期成績としての死亡率との関連を検討するな
どの方向性確認を行い研究を開始した。 

９．胃癌診療のがん登録情報を応用した臨床
研究 

 ①胃がん登録の現状と課題 
 運営母体：日本胃癌学会 
 学会事務局：京都府立医科大学消化器外科 
 目的：胃癌の手術成績を共通の基準のもとに
 算出し、できるだけ多数の症例に関する統計
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 を得るために一定の規約を作り、登録する。 
 登録開始：1969年 
 現在までの累積登録数：30万例以上。 
 現在の年間登録数：約24,000例 
 カバー率：約40％：NCDに登録された胃切除術

・胃全摘術の2年間の総計112,684例を平均し
て、年間56,000例の手術件数とすると、全国
胃癌登録24,000例はほぼ40%に相当する。 

 対象施設：日本胃癌学会の会員が勤務する施設
のうち、全国登録に自主参加する約310施設。

 登録形式：胃癌取扱い規約に準拠した専用ファ
イルメーカーファイルおよびデータ提出用エク
セルファイルを用いる。1969年の登録開始時
は、まず手術症例を登録し、その5年後に追跡
調査用紙を送付・回収するprospective形式で
あったが、2001年症例から再開した新システム
では、5年前の手術例をretrospectiveに登録す
る形式に変更となった。 

 登録項目：74項目。データベースとして各施設
でファイルメーカー入力を行い、個人情報を除
く74項目をエクセルファイルに移して事務局に
郵送する。 

 運営費用：専用ソフト作成費用、専用事務局運
営費を含め年平均250万円。 

 集計・データクリーニング：新潟大学医歯学総
合病院医療情報部内に設立した日本胃癌学会登
録委員会事務局登録センターにて集計する（責
任者赤澤宏平教授）。  

 集計結果の報告：解析結果報告集を、日本胃癌
学会ホームページ上で毎年公開。5年に一度程
度、英文論文として学会誌Gastric Cancerに投
稿、掲載。2001-2007年の外科手術118,367例
(Katai et al. Gastric Cancer 2017)および
2004-2006年の内視鏡切除12,647例(Tanabe et 
al. Gastric Cancer 2017)の報告を行った。 

 課題：Retrospective集計であり、悉皆性に問
題あり。自主登録形式であり、毎年登録施設数
に変動がある。登録することにmotivationも
incentiveもなく、登録内容のチェックがな
い。 

②胃癌登録を用いた臨床研究の現状 
  登録データの利用：研究を行おうとする者は、

研究利用申請書を学会に提出し、登録委員会が
これを審査する。これまで、登録データを用い
た研究は限定的である。 

 解析体制：登録施設からの利用申請が承認され
ればデータを研究者に渡す。海外や登録施設以
外からの利用申請では、プロトコールの提出を
受けて登録センターが解析を行う。 

 現在、以下のデータ解析が行われている。 
  1. 米国John Wayne Cancer Instituteとの共
   同研究による日米胃癌登録データ比較研究
  2 .高齢者胃癌 
  3. 残胃癌 
③NCD登録への実装 
 NCDは2011年より外科手術症例の登録が始まっ
た。わが国で一般外科医が行っている手術の95％
以上をカバーするとされ、2016年は幽門側胃切除
術36,852例、胃全摘術17,670例が登録された
(Kakeji et al. Ann Gastroenterol Surg in  

  press)。 
  厚生労働省の臨床効果データベース整備事

業により、今年度、日本癌治療学会および日
本胃癌学会，日本泌尿器科学会とNCDの連携
のもと、胃癌および腎癌、前立腺癌における
癌登録データベースの構築を進めることとな
った。胃がんについては、NCDに胃がん登録
として、外科手術症例、内視鏡切除症例、化
学療法症例のデータベース構築を進める。20
18年より、Retrospective集計として2011年
症例の外科手術症例、内視鏡切除症例のデー
タベース、Prospective集計として2018年症
例の外科手術症例、内視鏡切除症例、化学療
法症例のデータベース構築を進めている。 

④全国がん登録との関わり 
  全国がん登録が進めば、NCD、胃がん登録

と統合して解析することにより、胃がんの全
体像がより正確に把握できることになると考
えており、前向きに検討したい。 

10．臓器別がん登録（胃） 
 後方視的研究では4,105施設から70,346例が
登録された。幽門側胃切除術は早期胃癌では58
％、進行癌では15％が腹腔鏡下で行われていた
。propensity score matchingで早期胃癌では1
4,386例ずつ、進行胃癌では3,738例ずつが抽出
され、比較された。 
 Stage Iでは出血量平均値は開腹265 mL, 腹
腔鏡106 mL, 手術時間平均値は開腹218 min, 
腹腔鏡295 min、術後在院期間平均値は開腹18.
4日, 腹腔鏡15.6日。縫合不全は開腹1.8%, 腹
腔鏡1.9%、膵液瘻は開腹0.8%, 腹腔鏡1.0%にみ
られた。 
 Stages II~IVでは出血量は開腹317 mL腹腔鏡
132 mL、手術時間は開腹230 min, 腹腔鏡304 m
in、術後在院期間は開腹19.5日, 腹腔鏡15日。
縫合不全は開腹2.2％, 腹腔鏡2.2％、膵液瘻は
開腹1.4％, 腹腔鏡1.5％にみられた。 
 前向き研究では169施設から5,261例が登録さ
れた。幽門側胃切除術は早期胃癌では83％、進
行癌では26％が腹腔鏡下で行われていた。prop
ensity score matchingでは1,067例ずつが抽出
され、比較された。 
 出血量平均値は開腹282 mL, 腹腔鏡85 mL、
手術時間平均値は開腹238 min, 腹腔鏡305 min
、在院期間平均値は開腹16日, 腹腔鏡14.3日。
縫合不全は開腹2.5%, 腹腔鏡2.1%、Grade B/C
の膵液瘻は開腹1.0%, 腹腔鏡2.2%にみられた。
11．肝癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
1)NCD登録への移行後、初回登録は平成26年12

月から新規症例登録を開始した第21回調査と
なった。234施設から22000例以上の登録があ
った。そして、第22回調査では平成28年12月
から新規症例のNCD登録を開始し、平成29年6
月にデータを固定したが、21,041例の新規症
例登録があり、前回までに登録した患者の
フォローアップは21,225例に登った。 

  また、本調査の結果に基づいての学術研究
を行うためには、第20回調査までの蓄積デー
タと、NCD入力へ移行した後の第21回・第22 
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 回調査の入力データとを統合する必要がある

が、個人情報取扱いの観点から、NCD内でのデ
ータ利用も、調査母体である日本肝癌研究会事
務局内でのデータ利用も不可能であった。この
ために第三者組織でのデータ統合作業の可能性
を模索していたが、2017年3月に業者選定が終
わり、今後作業が開始する予定。 

2)肝癌診療ガイドライン初版は厚生労働省科研費
のサポートを受け、班研究の成果として、2005
年2月に刊行され、それ以降、Evidence-based 
Medicineの手法を基調としながら4年に1度程度
の改訂を行ってきた。第3版に対する外部評価
委員会の指摘事項も考慮し、エビデンス偏重へ
の批判に対しGRADEシステムの考え方・方式を
一部取り入れた。また改訂委員のCOIは推奨決
定会議前に提出、外部評価は発刊前に実施して
その結果をガイドライン本体に収載する、など
AGREE IIの評価基準にできるだけ対応すること
になった。また、治療アルゴリズムについては
、批判が多かった肝癌診療マニュアル内の「コ
ンセンサスに基づくアルゴリズム」との重複を
考慮し、本ガイドラインに一本化が図られ、従
来の「科学的根拠に基づく」という用語を外し
「日本肝臓学会肝癌診療ガイドラン2017年版」
という正式名称となった。 

  改定作業は2015年10月から、当科教授の國土
を委員長とした改訂委員会（20人の委員、20人
の専門員、実務担当者16人）により進められた
。2017年4月までに4回の委員会及び3回の推奨
決定会議を開催し、エビデンスのシステマティ
ックレビューとその総体評価、評価Tableの作
成、CQや推奨文の改訂、本文の作成などの作業
を行い、公聴会を2017年7月の第53回日本肝癌
研究会にて実施し、パブリックコメントを求め
、さらに外部評価委員からのコメントも付加し
た後、2017年10月に刊行にこぎつけた。 

12．胆道癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
1､胆管癌 
  総症例数は15,039例であった。登録年別症例

数と予後不明率はそれぞれ、2008年1,374例、
26.1％、2009年1,404例、28.6％､2010年1,742
例、26.1％、2011年2,088例、29.4％、2012年
1,957例、16.4％、2013年1,974例9.9％であっ
た。 

2.胆嚢癌 
  総症例数は6,475例であった。登録年別症例

数と予後不明率はそれぞれ、2998年835例、
34.0％､2009年834例、30.5％、2010年1,093例
、30.6%、2011年1,314例、31.5％、2012年
1,272例、16.8％、2013年1,127例12.5％であっ
た。 

3.十二胃腸乳頭部癌 
  総症例数は3,425例であった。登録年別症例

数と予後不明率はそれぞれ、2008年451例、
37.0％、2009年392例、３９．５％、2010年546
例、37.2％、2011年595例、30.1％、2012年667
例、14.4％、2013年594例、8.6％であった。 

13．臓器別がん登録（胆） 
①胆道癌登録の現状 

   2008～2013年度症例の登録症例18,606例の
うちデータの不備例を除いた解析可能例は13
,192例 (75.8%)であった。そのうち非切除例
は11,252例(14.7％)であった（表１）。癌の
局在別では胆嚢癌の27.1％が最も高率であり
、次いで肝門部領域胆管癌が13.0％であり、
いずれも開腹時の遠隔転移や過進展として非
切除となった症例の割合に一致するものと考
えられた。これらの症例の2015年時点での追
跡率は77.0％であった。 

  2011年のNCDによる胆道癌登録数は9,150例
(胆管癌4,380例、胆嚢癌3,445例、乳頭部癌1
,325例)であり、同年の胆道癌登録は4037例(
胆管癌 2,188例、胆嚢癌 1,320例、乳頭部癌
 529例)であり、胆道癌登録症例数はNCD登録
数の約44％に限られた。 

  日本肝胆膵外科学会認定修練施設A（高難
度肝胆膵手術件数が年間50件以上）、修練施
設B（同30件以上）、非修練施設別の胆道癌
登録の登録率は修練施設Aが77％、修練施設B
が68.2％、非修練施設は27.1％であり、修練
施設の登録率が高かった。 

  国立がん研究センターの提供する最新がん
統計によると、2015年の胆嚢・胆管がん罹患
数は22,102例であり、胆道癌登録数年間4,00
0例として、カバー率は18％前後と考えられ
た。 

②胆道癌術後死亡率の施設間格差 
  日本肝胆膵外科学会修練施設AおよびBにお

ける胆道癌の手術死亡率の比較を表2に示す
。いずれの術式も胆道癌に対する高難度手術
であり、両施設群に大きな差を認めないが、
肝切除を伴う胆管切除術の30日死亡率、膵頭
十二指腸切除術の90日死亡率、および全体の
90日死亡率で有意に施設Bにおける死亡率が
高い結果であった。すなわち、胆道癌の高難
度手術例では、年間症例数が比較的多い施設
群の中での比較であっても、症例数の差が手
術の短期成績に影響することを示している。

14．膵癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
 ①どの登録も悉皆性の向上が課題であり、対
策としてNCDに期待する意見が約半数あった。
②肺、甲状腺はNCDに実装され、皮膚は2018年
から実装予定であった。③肺、前立腺、小児、
皮膚、甲状腺では登録がん種が重複する学会が
あり、肺、小児、皮膚ではその学会と連携がと
れていた。④診療ガイドラインへのデータの利
活用は肺、大腸、婦人科、小児、皮膚で行われ
ていた。⑤全国がん登録との連携は悉皆性や予
後の面で連携のメリットがあるとの意見が多く
を占めた。 
15．臓器別がん登録（膵） 
 膵癌登録は2012年からNational Clinical Da
tabase(NCD)に実装され、2016年より従来の登
録法からNCDでの登録に一本化された。2016年
には536診療科から計6955件の膵腫瘍症例が登
録された。悉皆性に関してはNCDでは内科系施 
設からの登録に乏しいのが課題となっている（
2016年は内科系施設9施設から計303件の登録が
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なされた）。日本膵臓学会では2017年7月から認
定指導医制度を発足させ、その施設認定にNCD膵
癌登録の入力を必須とした。それにより内科系施
設からの症例登録増加が期待される。膵癌登録デ
ータの精度管理はNCDに一任されている。 
16．腎癌診療のがん登録情報を応用した臨床研究
NCDとの連携 
 2018年4月より新専門医制度が導入されること
と連動し、泌尿器科領域においても現在外科領域
で行われているような手術のNCD入力が開始され
ることとなった。すでに入力のためのプラットフ
ォームは完成しており現在入力の実際に関しての
説明会が全国で開催されている。 
さらに腎癌および前立腺癌に関してはAMEDからの
支援を得られることとなり手術症例だけではある
が、NCDを利用した臓器がん登録を再開すること
となり現在入力のためのプラットフォームを構築
中である。 
全国がん登録との連携 
 将来的には臓器がん登録と全国がん登録がリン
クしていただくことが学会としても望ましいと考
えている。 
 ただ、泌尿器科学会としてはNCDを利用したが
ん登録は始めたばかりであることを考えるとまず
はがん登録としてのシステムを確立することが優
先課題であると思われる。 
17．前立腺癌診療のがん登録情報を応用した臨床
研究 
①前立腺癌登録の現状と課題 
運営母体：日本泌尿器科学会 
事務局：日本泌尿器科学会事務局 がん登録推進

委員会 
目的：日本泌尿器科学会がん登録委員会は泌尿器

臓器がん登録を行い、その成果を
International Journal of Urology誌などの学
会誌に公表し、もって泌尿器がん研究の発展に
寄与することを目的とする。 

登録開始：前立腺癌は2000年から2003年までは毎
年登録を行っていたが、個人情報保護法の改変
のため2006年に中断となった。その後は5種類
のがん（腎癌、前立腺癌、膀胱癌、腎盂尿管癌
、精巣腫瘍）に関して各年に1つずつの登録を
行っており、前立腺癌に関しては2009年に、
2004年の新規症例の登録が行われた。2016年に
は、2010年の新規症例登録が行われる予定であ
ったが、日本泌尿器科学会において来年度に
NCD導入が決まったため、学会での癌登録は行
われず、NCD導入に向けての準備作業が行われ
た。 

現在までの累積登録数：11414例（2009年登録の
み） 

現在の年間登録数：11414例（5年に1度） 
カバー率：約20％ 
対象施設：日本泌尿器科学会施設1200前後に
依頼するが実際の登録は約239施設（約20%に
相当） 
登録形式：ファイルメーカー 
Retrospective：5年前の症例を登録 
収集方法：WEBで登録 
登録項目：約120項目、登録項目の概要・特徴

 ：個人識別、症状、診断時所見、初期治療、二
次治療、病理所見、予後 

運営費用：年間450万円（5種類すべてのがんで
）  

財源：日本泌尿器科学会 
集計・データクリーニング：事務局で管理して

いる。 
集計結果の報告：一次報告としては全体の概要

を日本泌尿器科学会のofficial journalであ
るInternational Journal of Urologyに掲載
している。二次利用に関しては会員からの申
し出により委員会の承認を得て解析を行って
いる。 

課題： 
・泌尿器がん登録として5種類（腎癌、前立腺

癌、膀胱癌、腎盂尿管癌、精巣腫瘍）のがん
を取り扱っているためそれぞれのがん登録が
5年に1度しか行えていない。 

・登録年の5年前の症例を登録するため予後調
査を兼ねるが最新の状況を反映していない。

・調査を依頼する施設の20%程度しか実施して
くれていないため悉皆性に問題がある。 

②腎癌登録を用いた臨床研究の現状 
登録データの利用：可能 
利用条件・利用方法：日本泌尿器科学会員であ

れば申請書を提出し認可されればデータを利
用することができる。 

 他に以下の条件を満たす必要がある。 
・部外者へのデータ讓渡禁止 
・学会や論文発表に関してはデータを供与され

たことを明記するとともに、事前にがん登録
推進委員会および学術委員会の承認を得なけ
ればならない。 

・解析終了後には登録データを破棄しなければ
ならない。 

・がん登録データを利用して得られた知的財産
権は日本泌尿器科学会に帰属する。 

解析体制：一次解析に関しては学会が解析を行
う。二次利用に関しては各自が解析を行う。

現在までの利用実績（下記）：英文論文4  
1.Clinicopathological characteristics and 
oncological outcomes in patients with  
renal cell carcinoma registered in 2007: 
The first large-scale multicenter study  
from the Cancer Registration Committee of 
the Japanese Urological Association. Int  
J Urol. 2015; 22: S1-S7. 
2.Laparoscopic Versus Open Nephroureterect
omy in Muscle-Invasive Upper Tract Urothel
ial Carcinoma: Subanalysis of the Multi-In
stitutional National Database of the Japan
ese Urological Association. J Endourol. 20
16; 30: 520-525. 
3.Active heavy cigarette smoking is associ
ated with poor survival in Japanese patien
ts with advanced renal cell carcinoma: sub
-analysis of the multi-institutional natio
nal database of the Japanese Urological As
sociation. Jpn J Clin Oncol. 2017 Nov 7:1-
8.  [Epub ahead of print] 
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4.Impact of multimodal treatment on 
prognosis for patients with metastatic upper 
urinary tract urothelial cancer: Subanalysis 
of the multi-institutional nationwide case 
series study of the Japanese Urological 
Association. Int J Urol. 2016; 23(3):224-30. 
③NCD登録との連携に向けて 
 NCDの来年度導入が学会理事会にて決定され
た。ただし、どの癌腫から行うかは現在検討中
である。 
④NCD以外の第三者機関との連携の可能性 
 現在のところ考えていない。 
⑤全国がん登録との関わり 
 現段階では考えていない。将来的にNCDとデー
タがリンクすることが望ましいと思う。 
 
18．神経内分泌腫瘍のがん登録情報を応用した臨
床研究 
 患者の悉皆登録数は推定数をはるかに越える
918名の登録が集まっている。それらのデータの
確認作業とデータ漏れの検証を実施している。
2017年度は次の段階として、登録数の多い上位施
設が中心となり解決するべき臨床課題(CQ)を建て
、四研究が申請され、同研究は本研究会の倫理委
員会と理事会の承認を得た。今後必要な二次登録
項目をデータベースに実装し、解析をおこなう予
定である。 
19．大腸癌診療のがん登録情報を応用した臨床研
究 
①大腸がん登録システムの現状と課題 
 運営母体：大腸癌研究会 
 事務局：大腸癌全国登録委員会 
 目的：大腸癌に関する統計、資料の収集および
    提供 
 登録開始：1974年 
 累積登録数：約16万例 
 現在の年間登録数：約9000例 
 登録形式：ファイルメーカー 
 Retrospective 
②大腸がん登録を用いた臨床研究の現状 
  データは毎年Multi-Institutional Registry 

of Large Bowel Cancer in Japanとして発刊さ
れ，公表されていた．しかしながら，昨今の資
源保護の観点，ならびに利用者の便宜を考慮し
，今後はインターネットでのオンライン公開を
行うこととなった． 

 一方，多くの臨床研究に利用され，医学の発展
に寄与している．今年度も3件の利用申請があ
り、いずれも審議の上，承認され，臨床研究に
利用されている． 

③NCD登録との連携に向けて 
  NCDとの連携に向けて，大腸癌全国登録委員会

を中心に検討中である。これまでの大腸癌全国
登録項目165のうち，NCD実装予定の66項目の選
定が終了している｡また，NCD実装に当たって解
決すべき問題として，資金，悉皆性の担保，情
報粒度、データへのアクセスなどが挙げられた
． 

④NCD以外の第三者機関との連携の可能性 
 想定していない 

 ⑤全国がん登録との関わり 
 想定していない．現状では予後情報が取得で
きない可能性がある．また，可能な場合でも匿
名化連結の実現性に問題があると考える． 
20．大腸癌診療ガイドライン推奨内容の吟味に
関する臨床研究の実情と将来 
① 大腸癌治療ガイドライン作成における臓器

がん登録の役割 
  大腸癌治療ガイドラインは大腸癌研究会が

中心となり作成している．現状では，ガイド
ライン作成にあたり，臓器がん登録で得られ
たデータを提供し，実臨床に即したガイドラ
イン作成に寄与している． 

② 大腸癌治療ガイドライン作成における問題
点 

  大腸がん登録の悉皆性は6－7％で推移して
おり，全国すべての施設の治療成績を反映し
ているとは，言い難い．  

③ NCD登録との連携が，大腸癌治療ガイドラ
イン作成に果たす役割 

  大腸がん登録がNCDと連携し，悉皆性が向
上すれば，より実臨床のデータを反映したガ
イドラインの作成が可能になると考えられる
． 

④ NCD以外の第三者機関との連携の可能性想
定していない 

21．婦人科腫瘍診療のがん登録情報を応用した
臨床研究 
 各ガイドラインより22個のCQが抽出された。
JSGOは、2005年より婦人科腫瘍修練施設の認定
を独自の施設基準を設けて行っている。これら
の施設は婦人科腫瘍専門医を育成するための教
育機関であるが、これらの施設の臨床能力を検
討するためにJSGO修練認定施設とJSGO認定でな
い施設で治療を行った頸癌患者の予後比較を行
った。全進行期の頸癌の予後は多変量解析の結
果、施設認定の有無によりRR：0.843 (0.784-0
.905)、p<0.001であった。 
 また手術例のみ（術後治療ない）についての
検討結果では、RR：0.552 (0.393-0.775)、p<0
.004であった。 
 昨年度の検証結果の論文化を行うと同時に検
証結果の内容を反映させ、平成29年7月に頸癌
ガイドラインを改定発刊した。また同様に体が
んガイドラインも上記の結果を反映させて平成
30年度秋発刊を目指して改定中である。 
22．皮膚悪性腫瘍のがん登録情報を応用した臨
床研究 
 現在までの累積登録数：2016年現在、メラノ
ーマは合計4239例、皮膚リンパ腫は合計2814例
であった。これまでの年間登録数は、メラノー
マ：約350例（新規発症）、皮膚リンパ腫：約3
50例（新規発症）であった。調査カバー率：メ
ラノーマが約20％、皮膚リンパ腫が約40％と推
定される。平成29年度の研究成果は、第33回日
本皮膚悪性腫瘍学会（秋田市）にて年次報告し
、学会ホームページに公開した（http://plaza
.umin.ac.jp/~jscs/report-skincancer_progno
sis.html）。今年度からは、英語版を作成し、
同上Web上のEnglish version として公開を始
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めた。 
 公開データの二次利用は自由としている。当該
委員会以外の外部研究組織からのデータ利用依頼
がある場合には、日本皮膚悪性腫瘍学会に申請し
、総務委員会審議を経て利用可能としている。た
だし、新たな倫理委員会承認を条件とする。 
 厚労省HTLV-1感染症・成人T細胞白血病・リン
パ腫研究班（塚崎班）の第12次全国調査に協力し
た実績がある。 
23．小児腫瘍のがん登録情報を応用した臨床研究
①小児がん登録の現状 
 運営母体：日本小児血液・がん学会 
 データセンター：国立成育医療研究センター（
固形腫瘍）、特定非営利活動法人臨床研究支援 
機構（造血器腫瘍） 
 目的：新たに診断された小児がん患者を対象と
して、疾患ごとの年次発生数・死亡数に関する動
向を把握し、本邦における小児血液・腫瘍性疾患
の基礎となるデータベースを構築することを目的
とする。 
 カバー率：約80％以上 
 対象施設：日本小児血液・がん学会会員施設 
約230施設 
 登録形式：Electric Data Capture（EDC） 
R etrospective（前年診断例を登録） 
 登録項目：18項目。施設情報、生年月日や性別
、市区群までの住所等の個人に関連する情報（個
人識別可能な情報は収集していない）、前医の有
無や基礎疾患、診断病名、原発部位、病期（一部
の疾患のみ）など。 
 運営費用：約500万円  
 財源：厚生労働省臨床効果データベース整備事
業(平成28年度～)、公益法人がんの子どもを守る
会、認定NPO法人ゴールドリボンネットワーク、
一般社団法人日本血液学会、一般社団法人日本小
児血液・がん学会 
 集計結果の報告：年１回の学会総会で公表後、
学会ホームページおよび学会誌にannual report
を公表している。 
 問題点：登録事業の拡張整備のための継続的な
財源が確保されていない。 
②NCD登録との連携 
 日本小児血液・がん学会登録は現時点では直接
NCDとの連携の予定は未定である。学会登録が全
数把握を目的としており、手術症例を登録するこ
とを基本とするNCDとは目的に乖離がある。登録
データをNCDデータと突合ができない状況があり
、現時点では連携は難しい。 
③重複が想定される学会との連携について 
 日本小児血液・がん学会登録以外に、登録事業
としてJCCG（日本小児がん研究グループ）固形腫
瘍観察研究および小児血液腫瘍性疾患の前方視的
研究、日本血液学会疾患登録、日本小児外科学会
悪性腫瘍登録、小児がん全国登録など複数の登録
事業がある。本年度データベース整備事業として
固形腫瘍に関して日本小児血液・がん学会登録、
日本小児外科学会悪性腫瘍登録、小児がん全国登
録を統合し新しい登録システムとして整備する作
業を進めている。さらにこれらの新登録システム
はJCCG固形腫瘍観察研究とも相互に連携し、悉皆

 性を確保するシステムとなる予定である。 
④臓器がん登録データの利活用促進 
 利用条件：本学会員であること。 
 申請方法：計画書を学術・調査委員会で審議
され、理事会で審査・承認を得る。 
 情報開示：研究の内容については日本小児血
液・がん学会のホームページなどで情報公開を
行う。 
 利活用をさらに促進させるためにデータの精
度を高め、悉皆性を担保することが必要である
。 
⑤全国がん登録と臓器がん登録の連携 
 連携を行うためには、データの突合を可能に
することが必要であり、それが現時点では困難
である。臓器がん登録のICの際に全国がん登録
のデータ利用について同意を得ることで将来的
なデータ連携を可能にする素地を作っておく必
要がある。 
24．制吐薬の診療効果の実態とガイドライン評
価体制 
 新たなデータベースの構築が遅れており、現
在計画中である。 
25．がん登録にかかわる法律制度の現状と課題
1. がん登録等推進法における民間研究者への
情報提供の要件 
 がん登録等推進法は、全国がん登録の実施や
情報の利用・提供、保護等について定め、また
、院内がん登録等の推進に関する事項を定め、
同時に「がん登録等により得られた情報の活用
」について定め、がんの罹患、診療、転帰等の
状況の把握及び分析その他のがんに係る調査研
究を推進し、がん対策の一層の充実に資するこ
とを目的としている（１条）。 
 がんに関する調査研究には、民間研究者の果
たす役割が大きいが、がん登録等推進法の中で
は、民間研究者が、全国がん登録情報・都道府
県がん登録情報を用いる場合には、「当該提供
の求めを受けた全国がん登録情報に係るがんに
罹患した者が生存している場合にあっては、当
該がんに係る調査研究を行う者が、当該がんに
罹患した者から当該がんに係る調査研究のため
に当該全国がん登録情報が提供されることにつ
いて同意を得ていること。」の要件が充たされ
なくてはならない（21条３項４号・８項４号）
。これは、国や地方公共団体及びそれらの設立
した独立行政法人からの委託研究、又はこれら
との共同研究の場合には、不要な要件である（
17条１項２号，18条１項２号，19条１項２号）
。また、「当該がんに係る調査研究を行う者が
、当該提供を受ける全国がん登録情報を取り扱
うに当たって、がんに罹患した者の当該がんの
罹患又は診療に係る情報に関する秘密（以下「
がんの罹患等の秘密」という。）の漏えいの防
止その他の当該全国がん登録情報の適切な管理
のために必要な措置を講じていること。」（21
条３項３号，都道府県がん登録情報の場合につ
いて同８項３号）という要件も充たす必要があ
る。 
 本来は、専門学術分野における指針作成や学
術研究は、政治的・行政的な影響を受けること
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なく、科学的に実施されるべきものであるため、
公的関与からは独立であることが望ましい。した
がって、一定の公的基盤を持った民間研究団体の
研究や、一定の審査を経た民間研究者が行う公的
意義の高い研究等について、全国がん登録情報・
都道府県がん登録情報の活用を広げていく必要が
ある。そのため、民間研究者に要求する秘密漏え
い防止措置のレベルや、「生存者からの同意を得
る方法」は現実的に実施可能なものである必要が
ある。過度の情報セキュリティ措置の要求は財政
的負担が重く非現実的であり、また、がん患者の
所在追跡の困難性を考えると、全国がん登録情報
・都道府県がん登録情報を利用することへの同意
取得の要求は、診断時に包括的に取得する等、緩
和された運用を認めるべきであろう。さらに、民
間研究者が全国がん登録情報・都道府県がん登録
情報の匿名化を行った情報を用いる場合について
は、当該研究の目的に出来るだけ適うように、匿
名化後の医学的有用性を高める匿名化方法が検討
されるべきであろう。 
2. 改正個人情報保護法におけるがん登録の位置
づけ 
 2017年5月30日に改正個人情報保護法が全面施
行となったが、これに先立ち、改正個人情報保護
法と適合する形で、「人を対象とする医学系研究
に関する倫理指針」（文部科学省・厚生労働省
2017年２月28日一部改正）、「医療・介護関係事
業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ
イダンス」（個人情報保護委員会・厚生労働省
2017年４月14日）が定められた。 
 この中で、がん登録・院内がん登録は、がん登
録等推進法に規定された事業であるため、「法令
に基づく場合」に該当し、特定された利用目的を
超え、本人の同意なく個人情報を利用できる場合
（個人情報保護法16条３項）、また、本人の同意
なく第三者提供できる場合（同法23条１項）に該
当するとされている（「医療・介護関係事業者に
おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダン
ス」別表３参照）。また、臓器別がん登録・NCD
は、学術研究の用に供するときその他の当該既存
試料・情報を提供することに特段の理由がある場
合に該当し、かつ匿名化された情報を提供するも
のであるため、一定の事項を公開していれば、必
ずしもインフォームド・コンセントを要しないも
のとされている（「人を対象とする医学系研究に
関する倫理指針」第12の１（３）ア（ウ）） 
3. 医療分野における匿名加工情報 
 改正個人情報保護法の主要な趣旨の一つが、個
人情報保護のための適切な規律の下で、各種のビ
ッグデータに存在している個人情報を活用するこ
とにあった。このために「匿名加工情報」という
新たな概念が法定化された。匿名加工情報は法律
上の「個人情報」に該当しないため、自由な取得
・利用・提供等が可能となる。データベース上の
医療情報を匿名加工化して利用すれば、諸疾患の
診断・効果的な治療の解析等につなげることが出
来ると考えられ、医療分野においてもその利活用
が期待される。 
 「匿名加工情報」とは、個人情報を個人情報の
区分に応じて定められた措置を講じて特定の個人

 を識別することができないように加工して得ら
れる個人に関する情報であって、当該個人情報
を復元して特定の個人を再識別することができ
ないようにしたものをいう。「特定の個人を識
別することができる」とは、情報単体又は複数
の情報を組み合わせて保存されているものから
社会通念上そのように判断できるものをいい、
一般人の判断力又は理解力をもって生存する具
体的な人物と情報の間に同一性を認めるに至る
ことができるかどうかによるものである。匿名
加工情報に求められる「特定の個人を識別する
ことができない」という要件は、あらゆる手法
によって特定することができないよう技術的側
面から全ての可能性を排除することまでを求め
るものではなく、少なくとも、一般人及び一般
的な事業者の能力、手法等を基準として当該情
報を個人情報取扱事業者又は匿名加工情報取扱
事業者が通常の方法により特定できないような
状態にすることを求めるものである。 
 医療分野で匿名加工情報を利活用する場合、
特定の個人の識別可能性の排除を徹底すれば、
患者の特性や特徴的データ等、研究意義のある
ような情報は全て削除されることになってしま
う。逆に、研究意義した匿名化では、氏名・年
齢等が無くても、患者の際立った特徴等から容
易に個人が識別され得る危険が生じる 。個人
の識別可能性と加工後情報の医学的有用性のバ
ランスは、疾患により大きく異なると考えられ
るため、各種疾患に応じた匿名加工の方法が検
討されるべきであろう。 
26．全国がん登録との連携 
米国における人口単位のがん登録データと臨床
研究 
 National Cancer Institute（NCI）のSEER事
業は、1973年の9州から始まり、最新で18州の
州がん登録の参加を得て全米人口の約30％をカ
バーする人口単位のがん登録情報を、非特定化
データ（de-identified data）で収集し、比較
的簡易な手続きで一般に提供している。SEER事
業は、米国で発展した腫瘍登録士と院内がん登
録の存在を活かし、国際標準方式に則る人口単
位のがん登録と比べて詳細かつ時代に需要に応
じた情報を収集し、1975年以来、17,000の著作
物にそのデータが使われてきた。また、同じNC
Iの別の事業と協同で、SEERデータとMedicare
（高齢者及び障害者のための公的医療保険）の
情報を連結した非特定化したデータベースを作
成し、研究者向けに提供している。それでもな
お、SEER事業を運営しているNCIのSurveillanc
e Research Programグループは、近年、これか
らのがん研究の土台であるためには、より臨床
に関連した、米国の高齢化や人種の人口構造の
変化を反映するデータが必要であるとして、SE
ER-Linked Virtual Bio-Repository、Virtual 
Pooled Registryその他のパイロット事業を開
始している。C enters for Disease Control 
and Prevention (CDC)のNPCR事業は、1992年か
ら始まり、最新で全米50州の州がん登録の参加
を得てほぼ全米人口をカバーする人口単位のが
ん登録情報を、非特定化データで収集し、比較
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的簡易な手続きで一般に提供している。NPCR事業
は、本来、がんによる公衆衛生上の疾病負荷を正
確に把握することを目的とする事業であるが、近
年、CDCその他の組織の別の事業と協同で、目的
（アウトカム）を決めて高い精度で詳細な臨床情
報を一部の州がん登録から収集する事業 
Comparative Effectiveness Research Data 
Collection Enhancement Projectやspecial data 
collection enhancement projectを展開している
。 
全国がん登録から見た我が国における臓器がん登
録の現状 
 本研究班が平成28年度に「がんに関するガイド
ラインを公表した全ての学会（研究会）」37学会
に実施したアンケート調査によると、臓器がん登
録の実施・予定に関する質問の回答対象28学会の
うち19学会が実施中又は実施予定であった。本研
究班会議及び各種学会総会や学術集会のシンポジ
ウム等の意見交換の場では、臓器がん登録も全国
がん登録や院内がん登録と同様に法的な位置づけ
を求める意見、或いは臓器がん登録ががん登録法
の適用されるがん登録に含まれるとの誤解が見ら
れた。臓器がん登録と全国がん登録の連携に関す
る関心、期待が概ね低い一方で、がん登録推進法
によって全国がん登録データベースで把握、管理
される予後情報を、臓器がん登録でも無条件に利
活用できるという期待、誤解も見られた。 
 臓器がん登録の量的精度を高める対策の一つに
、専門医制度との連携が見られた。一方、一つの
癌腫に複数の関連学会が存在するような場合は、
専門医制度との連携が量的精度の向上につながら
ないと判断している登録もあった。一学会による
登録用データベースの構築維持管理が資金的に難
しいことから、既存の多目的データベースの共利
用に移行した登録もあれば、それでは学会登録の
自由度が失われるとして独立した登録を継続する
場合もある。登録の質的精度の向上と負担のため
の軽減に対する対策として、医師以外の医療従事
者に登録を任せたいという意見と、臓器がん登録
は最先端の臨床情報を扱うことが多いため専門分
野の医師以外による登録は難しいという意見があ
った。共通して多く聞かれたのは、臓器がん登録
の維持、発展のためには、登録実務に関与する人
々への分かりやすい動機付けが必要という意見で
あった。 
臓器がん登録と全国がん登録を活用した臨床研究
の在り方案 
 臓器がん登録と全国がん登録を活用した臨床研
究を行うには、臓器がん登録の基盤が整備されて
いることが肝要である。臓器がん登録関係者の動
機付けの観点から、全国がん登録事業並びにその
他の既存事業との相互連携によって臓器がん登録
の推進を図るモデル（案）を検討し、図に示した
。図内の実線は確立された連携であり、点線は連
携案を示す。 
以下は図内の番号の概要である。 
①医学系学会が運営する臓器がん登録の意義、位
置づけ（連携の前提条件、根拠） 
②国レベルでのClinical Question(CQ)の決定と
専門集団による効率的なエビデンスの創出  

 （運営維持基盤） 
③がん診療連携拠点病院事業の指定要件への追
加（がん診療病院への動機付け） 
④日本専門医機構による専門医の認定要件（専
門医、医療機関への動機付け） 
⑤診療報酬への反映（医療機関への動機付け）
⑥全国がん登録情報の利用と提供の仕組みの活
用（予後情報の提供等） 
27．日本癌治療学会との連携 
 日本癌治療学会との連携を図る立場から、が
ん診療ガイドラインの追跡調査、「エビデンス
総体」の評価、医療の質評価研究の必要性と、
これに利用可能な「全国がん登録」と「臓器が
ん登録」の登録情報、および突合の為の体制作
りについて検討した。 
 その際、平成28年度厚生労働科学研究費補助
金「がん対策推進総合研究事業」（課題番号：
H28-がん対策-一般-001）: がん診療ガイドラ
インの運用等の実態把握及び標準的治療の実施
に影響を与える因子の分析、で解析され、平成
28年10月26日（水）の第61回がん対策推進協議
会にて報告された研究結果、すなわち、がん対
策推進基本計画中間報告書（平成27年6月厚生
労働省がん対策推進協議会）にて、実施率が低
いと指摘された標準的治療、1)乳房切除後高リ
スク奨励放射線療法実施率、2)大腸がん術後化
学療法実施率、3)高度催吐性リスク化学療法制
吐剤処方率に焦点を絞り、がん診療ガイドライ
ンに示された標準的治療の実施率等の運用実態
を調査し、その実施に影響を与える因子を明ら
かにする研究を示し、既存データベースを用い
た治療評価の問題点と今後の展開について検討
した。 
28．日本癌治療学会としての登録推進体制とガ
イドライン評価体制の在り方 
 日本癌治療学会「がん診療ガイドライン統括
・連絡委員会」では、がんの診療ガイドライン
の作成・公開・評価のあり方について検討し、
「がん診療ガイドライン作成・改訂委員会」、
29領域の分科会、本学会が主体となる「制吐薬
適正使用ガイドライン改訂ワーキンググループ
」、「G-CSF適正使用ガイドライン改訂ワーキ
ンググループ」、「小児思春期，若年がん患者
の妊孕性温存に関するガイドライン作成ワーキ
ンググループ」と協力し、jsco-cpg.jpにて23
領域の臓器がん別ガイドラインと5つの支持療
法に関するガイドラインを公開している。アク
セス件数は2016年は月平均119,895件であり、2
007年の公開開始以降毎年増加してきている。 
 平成27年の第53回日本癌治療学会学術集会か
ら、がん診療ガイドラインのアウトカム評価の
ための企画シンポジウムを実施しており、臓器
別ガイドラインの作成者の先生方に現状と問題
点を発表いただいており、今年度も第55回日本
癌治療学会学術集会において、「進化するがん
診療ガイドライン」のテーマで開催した。 
平成27年6月公表のがん対策推進基本計画中間
報告書では、ガイドライン推奨の標準治療の実
施率が想定より低かったため、日本乳癌学会、
大腸癌研究会、日本癌治療学会が連携して、実
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態調査の班会議をおこなった。標準的治療の実施
率は実際には高かったが、施設間にばらつきがあ
り、非認定施設等へのガイドラインのさらなる周
知が必要であると思われた。また、高齢者では標
準治療を控える傾向があり、臨床判断に基づき治
療を選択も重要である。 
 今後、NCDデータを用いた標準治療の実施率な
どは対象疾患によっては検証可能であるが、学会
データベースとの照合などは必要である。 
 
29．がん登録ﾃﾞｰﾀを利活用するがん診療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
推奨医療行為の検証研究の在り方 
①全国大腸癌登録1985～1994年にD2・D3郭清を伴
うR0手術が施行されたT3-T4大腸癌10098例のうち
、matched cohort6850例を検討したところ、D3群
の全生存期間はD2群に比し有意に良好であった（
HR 0.814, 95%CI 0.734-0.904, p=0.0001)。（
Kotake K, et al: Int J Colorectal Dis 
29(7):847-52, 2014） 
 ⇒ D3郭清はガイドラインの推奨診療として妥
当である。 
②全国大腸癌登録1998年登録例のうち、StageⅡ
・Ⅲ大腸癌2714例におけるD3郭清の実施率は
63.4%。提供元の95病院の間で実施率に大きな開
きがあった。(Ishiguro et al: SSO2010他) 
 ⇒ D3郭清の実施率には施設間で差があり、浸
透度の向上を図る必要がある。すなわち浸透度を
モニタリングし、フィードバックする必要がある
。 
③大腸癌研究会会員施設より収集した、2001～
2010年のStageⅡ・Ⅲ大腸癌手術症例45168例を解
析したところ、大腸癌治療ガイドライン初版の発
刊以降にD3郭清の実施率が上昇していた（2005年
61%→2010年 75%）。また、施設間の実施率の差
は大きいが、経年的にその差は小さくなっていた
。(Ishiguro, Sugihara, et al: J Am Coll Surg 
218:969-977, 2014） 
 ⇒ ガイドラインの発刊により、D3郭清の実施
率が上昇したと考えられる。また、施設間の実施
率の差が経年的に縮小しており、ガイドラインの
発刊が推奨診療の普及・浸透に寄与していること
が強く示唆された。 
  また、大腸癌の5年生存率が経年的に向上し
ていることも、院内がん登録等の大規模疫学デー
タから報告されている。 
 ⇒ 直接的な関与は明確に証明できないが、推
奨診療の浸透により大腸癌患者の予後が改善して
いる可能性がある。 
30．臓器がん登録のとりまとめ 
 米国では1922年にCoCがACSに創設されている。
これは、がん患者の予後および生活の質改善のた
めに、基準を定め、予防、研究、教育とがん治療
全体のモニタリングを行うものである。
NCI(National Cancer Institute)、
NCCN(National Comprehensive Cancer Network), 
米国がん学会等を含む50以上の専門家組織が協力
関係を育んでいる。ACSには外傷、乳がん、肥満
手術、外科治療全般とともに、がんに特化したデ
ータベースが存在する。それぞれのプログラムの
領域は異なるが、すべて次の４つの行動規範、 

 １）基準を設定、２）適切なインフラ構築、３
）正しい評価データの収集、４）外部専門家に
よる評価、を重視し、これらの規範を基にPDCA
サイクルによる質向上を目指している。その中
でACSはがん診療に関しては、CoCへの参加を推
奨している。認定をうけるためには、いろいろ
な基準をみたさなければならない。そのひとつ
がすべての症例のNCDB登録である。米国では1,
500以上の施設が認定を受けており、年間100万
例、これまでに3,400万例の症例が登録されて
いる。CoC認定施設で全米の70％以上の新規が
ん登録が行われる。単なる疫学調査ではなく、
学術調査、研究可能な詳細項目を含む。患者デ
モグラフィック（年齢、性、人種、民族、職業
、合併症）、がんの進行度、腫瘍因子（組織型
、悪性度、臓器がん詳細項目）、治療（手術、
放射線、化学療法、免疫療法、ホルモン治療）
、アウトカム（切除断端のがん遺残の有無、切
除リンパ節数、再入院、予後）等が含まれ、40
0項目程度になる。 
 これらの入力項目を用いて、以下の４つのフ
ィードバックがなされる。Hospital Compariso
n Benchmark reports:経時的な患者背景の全国
比較、Cancer Program Practice Profile Repo
rts(CP3R):特定の推奨事項の経時的な実施状況
と全国比較、Cancer Quality Improvement Pro
gram (CQIP): 質向上のための因子保有率、リ
スク調整した死亡率、手術死亡率、Rapid Qual
ity Reporting System(RQRS):根拠に基づいた
パフォーマンスの評価や術後補助療法の必要な
患者には警告による注意喚起をリアルタイムに
実施。これらの手法をもちいて認証施設におい
ては、がん医療の質改善に対するサポートを行
っている。入力に必要な手順は500ページを超
えるFacility Oncology Registry Data Standa
rds(FORDS)に詳細にまとめられており、旧版と
ともに2016年版もネットで公開されている。予
後情報の入手は各施設の努力で得られており、
地域がん登録とされるNational Cancer Instit
ute (NCI)のSurveillance, Epidemiology and 
End Results (SEER)や、広域地域がん登録であ
るCenters for Disease Control and Preventi
on のNational Program of Cancer Registries
 (NPCR)からの紐付けは現状ではなされていな
い。一方、がん登録士の資格基準はNational C
ancer Registrars Association で設定されて
いる。 
31．医療情報データ収集、統計処理分析 
1-1 メール送信機能の構築 
 NCDシステム上では「乳癌登録」「膵癌登録
」「肝癌登録」の3領域が臓器がん登録におけ
る症例登録を行っている．臓器がん登録領域で
は，NCDにおける専門医制度と連携した症例登
録とは異なり，各学会または研究会が参加施設
を募って症例登録を実施している事が特徴であ
る. このような臨床データベースにおいては，
正確性な症例情報の登録が求められる一方で，
どの程度の症例がカバーされているか（悉皆性
）についても重要となる．偏った登録は，その
データベースを活用しそこから得られるエビデ
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ンスにも偏りが生じる可能性がある．過去には海
外において，成績が良くない症例をデータベース
に登録してない可能性について報告されている例
もあり，適切なエビデンスの創出には元となるデ
ータの質（正確性・悉皆性）が担保されている事
が重要となる.専門医制度と連携された症例登録
に関しては，95%以上の登録率を担保することが
可能であるものの，参加を募った施設を対象とす
る症例登録における入力率向上については臓器が
ん登録のどの領域においても重要な課題となって
いる．特にがん登録において重要な情報は生存確
認情報となる．今回，これらの情報を効率的に収
集することが可能となるシステム構築について進
めた． 
1-2 システムの概要 
 本研究で構築するシステムは，予後調査（フォ
ローアップ）入力が対象となる症例を有する施設
診療科に対して，入力の案内（内容は取り扱う領
域によって変更可）となるメールを送信する機能
である． 
1-3 システム構築の進捗 
 メール送信機能は，乳癌領域において先行して
実施される予定となっている．乳癌領域では，
2017年8月までに関係者間でのシステム仕様（メ
ール本文，送信時期，送信先）に関する協議を行
った後，システム構築を開始した．8月末より構
築されたシステムを用いて試験運用を開始し，
2017年内に評価および改修を行った後，本番環境
をリリースする予定となっている． 
 尚，本システムについては他領域への応用が可
能なようシステム構築されている．その為，臓器
がん登録領域における生存調査の他に，がん登録
以外のNCD症例登録システムにおいても活用する
事が可能な横断的なシステムとなっている． 
2-1 入力効率化を目的とした改修 
 前述の通り，臓器がん登録では入力率向上，特
にフォローアップの入力は重要なものとなる．今
回，フォローアップ対象症例に関するメール送信
機能に加え，フォローアップにおける症例登録が
容易になるシステム改修も並行して行った． 
2-2 システム改修の概要 
 従来のNCDにおけるフォローアップ入力は，入
力のタイミング（例：1年後，5年後，10年後，死
亡，再発など）に応じたタブ表示で入力を行うも
のであった．本研究で改修するシステムは，タブ
で表示していた入力方式から，一つの画面上で縦
にスクロールする方法へと変更するものである．
タブ表示では，表示されているタブに気付かない
（又は入力の必要性を把握していない）可能性に
ついて考えられた為，縦へのスクロール型が検討
された． 
1-3 システム構築の進捗 
 フォローアップ入力画面の改修は，肝癌登録領
域において先行して実施される予定となっている
．肝癌登録では，2017年夏に行われた関係者間の
打合せにおいてフォローアップ入力に関する改修
の依頼があり，2017年9月頃よりシステム改修を
実施した．2018年1月からのリリースを予定して
おり，現在肝癌登録側との最終調整を進めている
状況である． 

 尚，本システムについても他領域への応用が可
能なようシステム構築されている．入力内容に
よってはタブ表示のほうが入力の都合が良い可
能性も考えられる，「負担の少ない入力画面」
を考慮した選択肢の1つとして，がん登録以外
のNCD症例登録システムにおいても活用する事
が可能な横断的なシステムとなっている． 
 
32．消化器外科関連専門医制度との連携 
 現在、消化器外科領域においては、それぞれ
膵臓学会、肝癌研究会を運営母体とするNCD膵
癌登録、肝がん登録がNCDに実装され、運用さ
れている。これらはいずれもNCDの基本項目に
臓器特有の詳細項目を加え、さらには予後情報
の登録システムも構築されている。いずれも、
症例カバー率は約40%であることが本研究班の2
017年度第1回班会議で報告され、非外科系の症
例登録と悉皆性が課題としてあげられた。 
 他の領域、すなわち胃癌、食道癌、大腸癌、
胆道癌については、それぞれの運営母体である
胃癌学会、食道学会、大腸癌研究会、肝胆膵外
科学会で継続した検討が行われているが、NCD
へ移行した際の精度の担保、登録におけるイン
センティブ、データの利活用、登録現場の負担
、全国がん登録との連携などの課題が指摘され
、現在継続審議中である。 
33．日本消化器外科学会専門医育成の活用 
 2011年から2014年までのNCD登録件数は2,056
,325件であった。登録悉皆性は97%以上で、臓
器がん登録のうち手術症例についての悉皆性は
十分担保できると考えられた。一方、消化器外
科専門医の手術への関与は67.5%にとどまり、
消化器外科専門医が術者となった手術は32.7%
であった。すなわち、消化器外科専門医取得者
のみならず、消化器外科専門医専攻医ならびに
基盤領域である外科専門医専攻医が多く手術に
関与し、資格取得をインセンティブとしてデー
タ入力に関与していることが推定された。 
34．ガイドライン推奨診療のがん登録を利用し
た評価 
 各領域におけるNCDの連携との問題点として
は、臓器がん登録として必要な項目とNCDの登
録項目の解離、同一疾患を複数の学会および研
究会でカバーしている場合の扱い、また、最も
大きな問題として資金の問題が抽出された。全
国がん登録との連携に関しては、データ入力が
重複しないように、登録項目及びフォーマット
の統一、また、入力を行う登録師の養成および
制度化が望まれた。また、データの利活用に関
して、学会もしくは研究会としてデータ活用で
きるシステムの構築、SEERの様に匿名化として
データを提供する仕組みなどが求められた。 
35．がん登録を利用した医療情報の発信に関す
る研究 
①臓器がん登録は全体的にカバー率が低値であ
った（肺がん30％、大腸がん6-7％、腎がん20-
30％、前立腺がん20%、婦人科がん60-70％、小
児がん50-80%、皮膚がん20-40％、乳がん70％
、食道がん40％、胃がん50％、肝がん40％、胆
道がん15-20％、膵がん40％、神経内分泌腫瘍 
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70％）。乳がん、肝がん、膵がんといった臓器が
ん登録はNCDに実装され、食道がん、胃がん、大
腸がん、胆道がんに関してはNCDの実装を計画・
検討中であった。またNCDを利用した効果として
、乳がん、肝がん、膵がん登録の全てにおいて登
録施設数や登録症例数の増加を認めた。 
②臓器がん登録を実施している学会・研究会は約
70%であった。臓器がん登録を実施していない背
景・理由としては資金不足や人材不足といった問
題点が挙げられた。また、臓器がん登録内容の精
度管理上の課題としては、多くの学会・研究会か
ら、管理体制、資金不足、人材不足が挙げられた
。 
36．欧州のがん登録状況と本邦への導入に関する
考察 
①国際機関としては、1966年に国際がん登録学会
（International Association of Cancer 
Registries; IACR）が設立した。2017年8月現在
、529の国と地域が参加している。主な事業とし
ては、「5大陸のがん罹患（CI5）」刊行が挙げら
れた。米国では、1971年に米国がん法が制定され
、1973年からNational Cancer Institute（NCI）
によるSurveillance,Epidemiology, and End 
Results Program （SEER計画）が始まった。最新
で18州の州がん登録の参加を得て全米人口の約30
％をカバーする人口単位のがん登録情報を、非特
定化データ（de-identified data）で収集し、比
較的簡易な手続きで一般に提供している。一方欧
州では、EU政府が1989年にがん対策を策定し、欧
州がん登録ネットワーク(European Network of 
Cancer Registries; ENCR)が組織され、がん登録
が始まった。現在ENCRには41ヶ国が参加している
。その主な事業としてEUROCOURSEとEUROCAREが挙
げられた。 
②EUROCORSEプロジェクトの資金源はEUの政策執
行機関であるEC(European Commission)である。
そのプロジェクトの一環として、国際がん研究所
(IARC)の協力のもとEuropean Cancer 
Observatory(ECO)が開発された。ECOでは、
EUREG(registry)、EUCAN(national estimates)、
EUROCIM(downloadable data)といった3つのウェ
ブサイトで登録データの公開や利活用を図ってい
る。 
 
Ｄ．考察 
 「人を対象とする臨床研究の倫理指針」の改訂
・公表、その普及に努力が払い、がん診療ガイド
ラインの推奨医療に関する検証研究、臓器がん登
録データを活用したコホート研究、等の実施が以
前に比し厳しくなった環境の中で、如何にがん医
療の実態を把握し、分析していくか、そのための
正しい環境作りに関する討論とその結果について
の社会的合意の確立が、今日の新たな緊急課題と
なっていた。当該研究班での研究課題「がん診療
ガイドライン内容の間断なる評価・妥当性の分析
と確認、その上での推奨医療解説への反映」、そ
してもう一つの研究課題「臓器がん登録による大
規模データの管理法、活用法」について改めて領
域がんの担当責任者に確認した結果、上記の認識
については必ずしも十分なものではなかった。 

 しかし、基本となるガイドラインの管理、即ち
作成・更新・改訂・公表については学会横断的
に共有・実施されることとなった。しかし、新
たな作成方法に関する認識状況は極めて限定的
で、実施状況についてはほとんどが未実施であ
ることが伺われた。現実的には、作成過程にお
いて、必要となる高いレベルのエビデンスが如
何に存在しないか、あるいは俯瞰的に網羅しえ
ていないか、については認識しえている。しか
し、その解決にあたっての方策として、Grande
法を応用しうることの周知が必用と考えられた
。その手法を引用するにあっては作成者が作成
方法を十分に認識した上で作成に臨まなければ
ならず、長時間の分析作業・討論の繰り返しが
要求されることを学ばねばならない。そしてそ
の業務を支える財務力が必須となり組織支援が
必須となる。今後の多領域での新規作成手法の
活用にあっては、唯一実施し始めた乳癌学会の
業務終了過程を参考にしつつ、各学会に学び、
また各種の情報を交換を行う必要性があると考
えられた。今年度のこの点での研究については
、作成法の概念の共有把握、日本乳癌学会診療
ガイドライン作成担当理事からの報告による具
体的な業務内容の把握、によって多くの研究分
担者が基盤的知識を共有することができた。新
たな展開への可否についての課題を確認しえた
のでその後の改善についての基盤整備を成しえ
たと考えている。 
 次に、臓器がん登録についての現状の分析結
果と課題を考えてみたい。臓器がん登録の歴史
・経験を有する領域の多くは、臨床研究の実施
を基に新たな課題としての医療情報倫理、利益
相反を注視しかつ国際的な研究倫理にも沿った
展開を図っていることが確認された。その代表
的な例として一般社団法人ＮＣＤあるいは臨床
研究情報センター（ＴＲＩ）（神戸）という第
三者機関への臓器がん登録・登録分析を委託し
、臨床研究に於ける公表データに対する客観性
の担保を図っている牽引的組織がみられた。さ
らにはそれに追随しようとの動きを示す学会組
織も生じている。このように時代の考えに沿っ
た認識と対応は急速に浸透しつつある一方、臨
床研究を念頭においた臓器がん登録の必要性を
公表せず実施していない学会、登録データに悉
皆性を求めるのではなく提供医療の質の担保と
登録データの質の担保による臓器がん登録デー
タの分析を行なうことで高信頼性を保ち確実か
つ早く実施することが重要で学会自体での登録
体制を維持するとの考え方がある。後者にあっ
ては一つの理念であり、既に大きな国際貢献を
果たしている学会がみられていることも事実で
あった。臓器がん登録を検討せぬ組織において
は、臨床研究の必要性をほとんど検討しておら
ず、今後もそのことが見込まれないというので
あればその理由を明確にしていただく責任が有
る時代を迎えていると考える。なお、アンケー
ト調査においては十分な臓器がん登録を維持、
体制開発するには、組織としての財務面に困難
がある為との傾向があった。アンケート結果に
ついては近々、明らかにすることができよう。
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その解決には公的支援が要望されるという結果に
なりうる。 
 以上のように、研究最終年度にあたっては、多
くの学会が国際的なデータ提供を果たしつつある
中で、「がん診療ガイドライン」、「臓器がん登
録」の今後の展開に向けた新たに解決すべき課題
が明確になったと考えられた。北米と欧州の体制
には大きな開きがあることも確認されたが、本邦
では学会横断的な組織の構築と共に、国家的施策
の支援によって世界の先端的医療情報定常体制が
可能となることが想定される。 
 
Ｅ．結論 
医療の質向上とそのための評価体制の国内浸透を
目指す一貫として、がん研究に関わる学術団体が
専門的・学術的な立場からがん診療ガイドライン
の作成と更新に多大な尽力を払ってきた。併せて
ガイドラインが推奨する医療行為の実践と普及の
ための教育を繰り返すことが医療の質向上につな
がり、これを学術団体が支えてきた。昨今では、
がん診療ガイドラインの普及により、その後の診
療動向の変化やアウトカム変化を正確に研究すべ
きとの認識が深まっている。しかし、現状ではそ
のような検証状況が十分に臨床の場で機能が果た
されておらず、進展の為の解決が迫られていた。
すなわち推奨医療行為の検証を合目的に実践する
ことの体制作りが重要となっている。検証を継続
的に繰り返し、分析から得られた正しい診療デー
タの公表により、次の新しい推奨医療を築くこと
となる。日本国民に対してはもとより世界へ向け
て信頼性の高い診療情報提供を主義務と認識し、
診療効果としての治療成績、すなわちアウトカム
としてのその改善効果の有無を検証する研究を普
及させねばならないことを、学術団体間で横断的
に実践しようとの動向の中で関係学術団体に要望
したところ全ての団体から賛同・協力をいただい
ている。がん診療ガイドラインを提示している学
術団体にあっては、可能な限りの臓器がん登録の
推進とその運営の正確さを図り、更に全国がん登
録データを基礎とした信頼性の高いがん診療予後
情報のデータベースを構築することによって、が
ん診療の望ましい未来展開の環境造りにつながる
と期待している。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  特記すべきことなし 
 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 
研究班分担研究者三年目の『診療の質』に関
する論文リスト 
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ectomy with extrahepatic bile ductresec
tion: Validation study of clinical defi
nitions of PHLF for detecting mortality

 . 27th World Congress of the Internati
onal Association of Surgeons, Gastroen
terologists and Oncologists (IASGO): 2
017.11.15-17: Lyon, France. 

40． Hirano S, Noji T, Tanaka K, Nakanishi 
Y, Asano T, Kurashima Y, Ebihara Y, Mu
rakami S, Nakamura T, Tsuchikawa T, Ok
amura K, Shichinohe T. Our strategy in
 hepatopancreatoduodenectomy for chola
ngiocarcinoma to reduce invasiveness o
f the procedure (Video). 27th World Co
ngress of the International Associatio
n of Surgeons, Gastroenterologists and
 Oncologists (IASGO):2017.11.15-17: Ly
on, France. 

41． 稲垣優希，岡村圭祐，齋藤博紀，京極典憲
，田中公貴，中西喜嗣，浅野賢道，野路武
寛，倉島 庸，海老原祐磨，村上壮一，中
村 透，土川貴裕，七戸俊明，平野 聡.
研修医・医学生の発表セッション・医学生
，化学療法後に根治術が可能となった診断
時切除不能肝門部胆管癌の1 例．第117回
日本外科学会：2017.4.27-29：横浜. 

42． 川村武史，田中公貴，齋藤博紀，中西喜嗣
，浅野賢道，野路武寛，海老原裕磨，倉島
 庸，中村 透，村上壮一，土川貴裕，岡
村圭祐，七戸俊明，平野 聡.胆道系腫瘍
に対するハイリスク症例への手術方策と妥
当性(サージカルフォーラム)．第117回日
本外科学会：2017.4.27-29：横浜. 

43． Yokoyama K, Noji T, Okamura K, Tanaka 
K, Nakanishi Y, Asano T, Kurashima Y, 
Ebihara Y, Murakami S, Nakamura T, Tsu
chikawa T, Shichinohe T, Hirano S. A c
ase of initially unresectable perihila
r cholangiocarcinoma at diagnosis who 
could undergo radical surgery after ch
emotherapy. The 63rd. The Internationa
l College of Surgeon Japan Section: 20
17.6.17：Tokyo 

44． 野路武寛，岡村圭祐，田中公貴，中西喜嗣
，浅野賢道，中村 透，土川貴裕，平野 
聡.胆道癌手術における，膵内胆管亜全切
除の手技と術後合併症．第48回日本膵臓学
会大会：2017.7.14-15：京都. 

45． 岡村圭祐，中村 透，野路武寛，浅野賢道
中西喜嗣，田中公貴，土川貴裕，七戸俊明
平野 聡.当科におけるHPDでの膵消化管吻
合の変遷と工夫(サージカルフォーラム)．
第72回日本消化器外科学会総会：2017.7.2
0-21：金沢. 

46． 中西喜嗣，岡村圭祐，土川貴裕，中村 透
，野路武寛，浅野賢道，田中公貴，七戸俊
明，平野 聡.同時異所性浸潤性胆道癌の
臨床病理学的特徴の検討(ミニオーラル)．
第72回日本消化器外科学会総会：2017.7.2
0-21：金沢. 

47． 岡村圭祐，野路武寛，中西喜嗣，中村 
透，浅野賢道，田中公貴，川村武史，村
上壮一，海老原裕磨，倉島 庸， 
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土川貴裕，七戸俊明，平野 聡.切除不能胆
管がんおよび肝内胆管がんに対する抗腫瘍
治療後の根治的手術治療の成績．第 53 日本
胆道学会学術集会：2017.9.28-29：山形. 

48． 野路武寛，植村慧子，川村武史，田中公
貴，中西喜嗣，浅野賢道，海老原裕磨，倉
島 庸，中村 透，村上壮一，土川貴裕，
岡村圭祐，七戸俊明，平野 聡.術前因子を
用いた肝門部領域癌術後死亡予測モデル：V
alidation study. 第 25 回日本消化器関連
学会週間（JDDW）：2017.10.12-15：福岡. 

49． 川村武史，野路武寛，梅本一史，荻野真理
子，佐藤 理，京極典憲，齋藤博紀，田中
公貴，中西喜嗣，浅野賢道，倉島 庸，海
老原裕磨，村上壮一，中村 透，土川貴
裕，岡村圭祐，七戸俊明，平野 聡.肝門部
胆管癌術後の肝不全に対する新しい定義（I
SGLS の定義との比較）．第 25 回日本消化器
関連学会週間（JDDW）：2017.10.12-15：福
岡. 

50． 平野 聡.胆道癌に対する手術治療の現状と
展望（シンポジウム）．第 55 回日本癌治療
学会学術集会： 2017.10.20-22：横浜. 

51． 岡村圭祐，野路武寛，中西喜嗣，川村武
史，土川貴裕，中村 透，浅野賢道，村上
壮一，海老原裕磨，倉島 庸，七戸俊明，
平野 聡.術式および門脈再建法の選択に苦
慮した胆のう癌根治切除の 1 例(ビデオシン
ポジウム)．第 79 回日本臨床外科学会総会
：2017.11.23-25：東京. 

52． 岡村圭祐，土川貴裕，中村 透，野路武
寛，浅野賢道，中西喜嗣，村上壮一，海老
原裕磨，倉島 庸，京極典憲，齋藤博紀，
川村武史，七戸俊明，平野 聡.十二指腸第
I 部合併切除を伴う肝右葉尾状葉切除，肝
外胆管切除を施行した遺残胆嚢管がんの１
例（サージカルフォーラム）．第 71 回手術
手技研究会：2017.5.26-27：名古屋. 

53． 山田 徹，野路武寛，中西喜嗣，浅野賢
道，中村 透，土川貴裕，岡村圭祐，七戸
俊明，三橋智子，平野 聡.稀な胆管癌胆嚢
転移の 1 切除例．第 67 回日本消化器画像診
野路武寛，川村武史，中西喜嗣，浅野賢
道，海老原裕磨，倉島 庸，中村 透，村
上壮一，土川貴裕，岡村圭祐，七戸俊明，
三橋智子，平野 聡.当初非切除と診断しメ
タリックステント挿入８ヶ月後に根根治切
除を行った肝門部領域胆管癌の 1 例．第 121
回日本消化器病学会北海道支部例会，第 115
回日本消化器内視鏡学会北海道支部例会合
同分科会：2017.9.2-3：札幌. 

54． 野路武寛，川村武史，中西喜嗣，浅野賢
道，海老原裕磨，倉島 庸，中村 透，村
上壮一，土川貴裕，岡村圭祐，七戸俊明，
三橋智子，平野 聡.当初非切除と診断しメ
タリックステント挿入８ヶ月後に根治切除
を行った肝門部領域胆管癌の 1 例．第 121
回日本消化器病学会北海道支部例会，第 115
回日本消化器内視鏡学会北海道支部例会合
同分科会：2017.9.2-3：札幌. 

 55．大場光信，中西喜嗣，岡村圭祐，土川貴裕
，中村 透，村上壮一，海老原裕磨，倉島
 庸，野路武寛，浅野賢道，川村武史，宮
坂大介，七戸俊明，平野 聡，三橋智子.
中部胆管癌の術後に異時性胆管癌を切除し
た１例．第1回北海道外科関連学会機構合
同学術集会（HOPES2017）：2017.9.16-17
：札幌. 

56． 中西喜嗣，岡村圭祐，土川貴裕，中村 透
，村上壮一，海老原裕磨，倉島 庸，野路
武寛，浅野賢道，七戸俊明，平野 聡.教
室における肝膵同時切除の実際(ビデオシ
ンポジウム)．第1回北海道外科関連学会機
構合同学術集会（HOPES2017）：2017.9.16
-17：札幌.  

57． 水間正道,海野倫明,伊佐地秀司, 五十嵐久
人, 糸井隆夫, 江川新一, 児玉裕三, 里井
壯平, 濱田晋, 水元一博, 岸和田昌之, 北
川裕久, 高折恭一, 谷眞至, 羽鳥隆, 藤井
努, 村上義昭, 山口幸二, 吉富秀幸, 岡崎
和一. 膵癌登録における膵癌リンパ節転移
個数の予後解析：膵癌取扱い規約改訂にお
けるビッグデータ利活用. 第117回日本外
科学会定期学術集会:2017.4.27-29:横浜 

58． Masui T, Sato A, Anazawa T, Takaori K,
 Uemoto S.  Establishment of Japan Neu
roEndocrine Tumor Society and its regi
stration system ENETS 14th annual conf
erence, 2016/3/11-13, Barcelona, Spain

59． 増井俊彦、仲野健三、佐藤朝日、伊藤達
雄、穴澤貴行、高折恭一、上本伸二 再発
形式から見た 膵および十二指腸高分化型
神経内分泌腫瘍 切除後フォローアップの
注意点第１１７回外科学会総会、2016 年 4
月 27-29 日、横浜市、神奈川 

60． 増井俊彦、仲野健三、佐藤朝日、伊藤達
雄、穴澤貴行、高折恭一、上本伸二 Manag
ement of liver metastasis of PNET usin
g intra-arterial therapy and in combin
ation with resection 第２９回肝胆膵外
科学会定期集会 2017 年 6 月 7-9 日、横
浜市、横浜 

61． 増井俊彦、仲野健三、佐藤朝日、伊藤達
雄、穴澤貴行、高折恭一、上本伸二 PNET
におけるリンパ節転移分布と再発部位から
みた郭清範囲の検討 第４８回膵臓学会大
会 2016 年 7 月 14-15 日、京都市、京都 

62． 小林宏寿，野口典男，川上雅代，村松俊
輔，太田俊介，岩田乃理子，春日聡，石沢
遼太，前川彩．腸間膜化の概念に基づいた
直腸癌に対する側方リンパ節郭清手技（ワ
ークショップ）．第 72 回日本消化器外科
学会総会：2017.7.20-22.金沢． 

63． 野澤 宏彰, 石原 聡一郎, 川合 一茂, 畑 
啓介, 清松 知充, 田中 敏明, 西川 武司,
 大谷 研介, 安田 幸嗣, 佐々木 和人, 金
子 学, 室野 浩司, 池村 雅子, 森川 鉄
平, 深山 正久, 渡邉 聡明. 大腸癌におけ
る神経周囲浸潤のリスク因子と予後への影
響の検討.(ポスター) 日本大腸肛門病学会
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日本大腸肛門病学会 2017.11.10-11:福岡 

64． 石原 聡一郎(東京大学 腫瘍外科), 川合 一
茂, 金子 学, 室野 浩司, 佐々木 和人, 安
田 幸嗣, 大谷 研介, 西川 武司, 田中 敏
明, 清松 知充, 畑 啓介, 野澤 宏彰, 渡邉
 聡明. 術前化学放射線療法後の直腸癌にお
ける側方リンパ節郭清の成績.(サージカル
フォーラム).日本外科学会定期学術集会. 2
017.4.27-29:横浜 

65． Mikami M, Shida M, Shibata T, KigawaJ, 
Katabuchi H, Aoki, D, Yoshikawa H,  Yae
gashi N. Implementation and quality ass
urance of training institutions for gyn
ecologic oncologists in Japan. SGO2017 
Annual Meeting on Women's Cancer:2017.
3.12-15:America,Washington DC. 

66． Matsuo K,Shimada M, Aoki Y, Sakamoto M,
 Mikami M, Fujiwara H, Takeshima N,  Su
giyama T. Comparison of adjuvant therap
y for node-positive,high-risk,early-sta
ge cervical cancer:Systemic chemotherap
y vs.pelvic irradiation. SGO2017 Annual
 Meeting on Women's Cancer:2017.3.12-15
:America,Washington DC. 

67． Mikami M. シンポジウムⅡ：Precancerous 
lesions of gynecologic cancers SY-Ⅱ-2 
 Clinical Approach of Precancerous Lesi
on in Japan-Understanding of patho logi
cal and clinical significance of CIN an
d SIL- 第 59 回日本婦人科腫瘍学会学術講
演会:2017.7.27-29:熊本 

68． 三上幹男. ガイドラインミーティング：子
宮体癌 2018 年版・子宮頸癌 2017 年版 

69． GL-6 子宮頸癌進行期分類－FIGO 分類、TNM
分類、JSOG 腫瘍登録との関係－. 第 59 回日
本婦人科腫瘍学会学術講演会:2017.7.27-29
:熊本 

70． Mikami M. Symposium 1 Extensive and Rob
otic Surgery Surgery for stage ⅡB cerv
ical cancer - role of radical surgery -
. The 5th Biennial Meeting of Asian Soc
iety of Gynecologic Oncology ASGO2017:2
017.11.30-12.1:東京 

71． 濱田利久、岩月啓氏、日本皮膚悪性腫瘍学
会皮膚がん予後統計委員会：皮膚リンパ腫
全国症例数調査の結果 2016.第 33 回日本皮
膚悪性腫瘍学会学術大会、秋田市、2017 年
5 月 30－31 日 

72． 藤澤康弘、日本皮膚悪性腫瘍学会皮膚がん
予後統計委員会：メラノーマ全国症例数調
査の結果 2016.第 33 回日本皮膚悪性腫瘍学
会学術大会、秋田市、2017 年 5 月 30－31 日

73． Hamada T: Regional incidences of adult 
T-cell leukemia/lymphoma with cutaneous
 involvement in Japan. JSID-Asia-Oceani
a Forum. Kochi, Dec17, 2017. 

74． Hamada T, Nomura H, Iwatsuki K, Japanes
e Skin Cancer Society (JSCS), Lymphoma 
Study Group. The incidence of adult T-c
ell leukemia/lymphoma with cutaneous  

 involvement in Japan: Comparison with 
the prevalence of HTLV-1. EORTCCLTF, L
ondon, Oct 13-15, 2017. 

75． 「小児がん」（ワークショップ: 小児泌尿
器疾患の成育医療）木下義晶 第26回日本
小児泌尿器科学会（平成29年7月5日-7日）

76． 「Surgical treatments for extracranial
 germ cell tumor in Japan」Kinoshita Y
 第1回Taiwan Pediatric Oncology Sympos
ium（平成29年11月12日 台湾） 

77． 横紋筋肉腫における外科的治療戦略（シン
ポジウム：臨床試験から視た小児手術）木
下義晶 第79回日本臨床外科学会（平成29
年11月23日-25日） 

78． 柴田亜希子. 全国がん登録からみた臓器が
ん登録. 第25回日本乳癌学会学術集会（シ
ンポジウム）: 2017.7: 福岡県. 

79． 柴田亜希子, 松田智大. 全国がん登録の匿
名化情報の研究利用に関する一般意識調査
. 第76回日本癌学会学術集会（ポスター,
英語）:  2017.10: 神奈川県. 

80． 柴田亜希子. 全国がん登録の現状. 第55回
日本癌治療学会学術集会（シンポジウム）
: 2017.10: 神奈川県. 

81． 柴田亜希子. がん登録推進法の5つの基本
理念：基本理念の実現に向けて. 第30回日
本放射線腫瘍学会学術大会（シンポジウム
,英語）: 2017.11: 大阪府. 

82． 西山正彦：ワークショップ24「ゲノム医療
と消化器癌」．特別発言，第15回日本消化
器外科学会大会，福岡，2017.10.14 

83． 西山正彦：医療の質・安全性保証のための
ガバナンス強化に向けて：群馬大学の試み
．指定演題，特別企画2「医療安全ガバナ
ンスの確立を目指した外科組織のあり方」
，第117回日本外科学会定期学術集会，横
浜，2017.4.27 

84． 西山正彦：シンポジウム(7) Precision me
dicine -bench to bedside- ．特別発言，
第117回日本外科学会定期学術集会，横浜
，2017.4.27 

85． 藤原俊義：日本癌治療学会「がん診療ガイ
ドライン（jsco-cpg.jp）」アクセス状況.
 第55回日本癌治療学会学術集会、横浜、2
017年10月. 

86． Ishiguro M. Colorectal cancer database
 in Japan. 68th Congress of the Korean
 Surgical Society: 2016.11.05: Seoul, 
Korea. 

87． 山内慎一、安野正道、十倉三千代、花岡ま
りえ、菊池章史、岡崎聡、石黒めぐみ、石
川敏昭、植竹宏之、杉原健一．多施設症例
集積データを用いた大腸癌における浸潤増
殖様式の臨床的意義に関する検討．第86回
大腸癌研究会: 2016.1.20: 盛岡． 

88． 石黒めぐみ、手良向聡、中川陽子、石川敏
昭、植竹宏之、杉原健一．Stage II結腸癌
における再発リスク因子の同定と因子個数
による予後の層別～治療戦略の立案に向け
て～SACURA trialサブ解析．第117回日本 
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外科学会定期学術集会: 2017.4.29: 横浜．

89． 後藤満一 特別企画１ 臨床現場の改善と
さらなる価値の創出にむけた NCD ビッグデ
ータの活用 特別発言. 第 72 回日本消化器
外科学会総会 2017.7.20 金沢 

90． 宮田裕章. ビッグデータ分析や ICT の変革
がもたらす新たな医療の可能性. 第 58 回日
本小児血液・がん学会学術集会. 2016.12.1
5-17. 東京. 

91． 宮田裕章, 本村昇, 種本和雄, 福地絵梨子,
 平原憲道, 小野稔, 橋本和弘, 坂田隆造, 
上田裕一, 高本眞一. 心臓外科領域におけ
る医療の質向上プロジェクトの課題と展望.
 第 47 回日本心臓血管外科学会総会. 2017.
2.27-3.1. 東京. 

92． 宮田裕章. National Clinical Database の
現状と展望. 第 105 回日本泌尿器科学会総
会. 2017.4.21-24: 鹿児島. 
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